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Ⅰ 調査の概要 

１ 調査の目的 

本市では、令和４年度に策定した「第２次人権教育・啓発に関する豊川市行動計画」において、令和

８年度に中間改訂を予定しており、本調査は見直しの際の基礎資料とすることを目的とし実施しまし

た。 

 

２ 調査対象 

豊川市にお住まいの 18歳以上の方の中から、2,000人を無作為抽出 

 

３ 調査期間 

令和７年９月 19日～令和７年９月 30日 

 

４ 調査方法 

郵送配布・郵送回収（インターネット回答を併用）  

 

５ 回収状況 

配布数 調査方法 回収数 回収率 無効票数 有効回収数 有効回収率 

2,000件 

合計 1,182件 59.1％ ７件 

（郵送・インター

ネット回答重複） 

1,175件 58.8％ 

郵送 774件 38.7％ 774件 38.7％ 

インターネット 408件 20.4％ 401件 20.1％ 

 

６ 調査結果の表示方法 

・回答は各質問の回答者数を基数とした百分率（％）で示してあります。また、小数点以下第２位を

四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

・複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方になる

ため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

・クロス集計の場合、無回答を排除しているため、クロス集計の有効回答数の合計と単純集計（全体）

の有効回答数が合致しないことがあります。なお、クロス集計とは、複数項目の組み合わせで分類

した集計のことで、複数の質問項目を交差して並べ、表やグラフを作成することにより、その相互

の関係を明らかにするための集計方法です。 

・回答者数が１桁の場合、回答件数による表記としています。また、クロス集計において回答者数が

１桁の場合は、コメントを差し控えています。 

・【参考】として掲載している県調査、国調査のグラフは、愛知県：「2022 年度人権に関する県民意

識調査」（令和４年実施）、国：「人権擁護に関する世論調査」（令和４年実施）から数値を引用して

います。 
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Ⅱ 調査結果 

１ 回答者属性 

問 51 あなたの性別をお答えください。（○印は１つ） 

【全体】 

「男性」の割合が 43.0％、「女性」の割合が 53.0％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

図１－１ 性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年度調査では、「答えたくない」の項目がありませんでした。 

 

 

問 52 あなたの年齢をお答えください。［令和７年９月１日現在］（○印は１つ） 

【全体】 

「60～69歳」の割合が 19.7％と最も高く、次いで「70歳以上」の割合が 19.4％、「50～59歳」の割

合が 17.5％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

図１－２ 年齢 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

43.0

45.6

53.0

53.5

0.3

0.4

2.6 1.0

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳

60～69歳 70歳以上 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

5.3

2.2

10.7

12.0

12.1

13.8

14.3

14.8

17.5

17.7

19.7

19.3

19.4

19.9

1.0

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 女性 その他 答えたくない※ 無回答
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問 53 あなたのご職業をお答えください。（いくつかある場合、〇印は主なものに１つ） 

【全体】 

「民間企業・団体の勤め人（従業員数 100人以上）」の割合が 21.9％と最も高く、次いで「臨時雇・

パート・派遣」の割合が 18.6％、「無職（求職中や定年後を含む）」の割合が 17.2％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

図１－３ 職業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

自営業（農林・商工サービス・建設業・自由業な
どの事業主及び家族従事者）

公務員

教員

民間企業・団体の経営者、役員

民間企業・団体の勤め人（従業員数100人未満）

民間企業・団体の勤め人（従業員数100人以上）

臨時雇・パート・派遣

その他の有業者

家事専業

学生

無職（求職中や定年後を含む）

その他

無回答

7.6

3.7

1.1

1.7

10.5

21.9

18.6

0.8

9.1

5.6

17.2

1.0

1.4

8.2

3.4

1.2

2.0

11.4

19.3

19.0

0.3

13.7

4.4

15.4

0.8

0.9

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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問 54 あなたのお住まいの地区（中学校区）はどちらですか。（○印は１つ） 

【全体】 

「東部」の割合が 15.9％と最も高く、次いで「小坂井」の割合が 12.8％、「中部」の割合が 12.5％

となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

図１－４ お住まいの地区 

 

 

 

 

 

  

東部 金屋 南部 代田 中部 西部 一宮 音羽 御津 小坂井 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

15.9

16.4

7.9

8.4

11.8

9.3

7.6

6.5

12.5

11.3

10.5

12.7

7.4

8.4

4.4

4.7

6.6

8.4

12.8

11.4

2.6

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

他の年代と比較すると、「御津」で 18～19 歳、「小坂井」で 30～39 歳の割合が特に高くなっていま

す。 

 

図１－５ お住まいの地区（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東部 金屋 南部 代田 中部 西部 一宮 音羽 御津 小坂井 無回答

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

15.9

16.8

15.6

16.1

7.9

7.1

8.5

25.0

9.7

11.8

11.9

12.2

9.7

7.6

7.5

7.4

25.0

12.9

12.5

13.9

12.2

3.2

10.5

8.5

12.2

12.9

7.4

7.5

7.1

12.9

4.4

5.3

3.9

25.0

6.6

7.1

6.4

6.5

12.8

13.3

12.7

12.9

2.6

1.0

1.9

25.0

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

19.4

16.7

14.1

13.1

17.5

13.4

19.7

9.7

10.3

7.0

11.9

7.8

6.9

5.3

14.5

10.3

9.2

11.3

10.7

16.5

11.0

3.2

11.9

7.0

8.3

9.2

7.8

4.8

9.7

15.9

12.7

13.1

12.1

11.3

13.2

9.7

5.6

12.7

14.9

10.7

10.4

9.2

4.8

7.1

8.5

7.7

8.3

7.4

7.0

1.6

4.0

3.5

1.2

5.8

4.3

7.5

16.1

5.6

3.5

6.0

5.3

8.2

6.6

8.1

11.1

21.1

10.1

12.6

12.6

12.7

3.2

1.6

0.7

2.4

1.3

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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２ 人権意識について 

問１ 今の日本は、基本的人権が尊重されている社会だと思いますか。（○印は１つ） 

【全体】 

「そう思う」の割合が 37.7％と最も高く、次いで「どちらともいえない」の割合が 35.1％、「そう思

わない」の割合が 16.8％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「そう思う」の割合が高くなっています。 

 

図２-１ 日本の人権意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

愛知県 1,286 24.9 18.1 55.7 1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う 一概にはいえない そう思わない 無回答

そう思う どちらともいえない そう思わない わからない 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

37.7

40.6

35.1

34.3

16.8

14.5

9.4

9.8

0.9

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

男性で「そう思う」の割合が高く、女性で「どちらともいえない」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

18～19 歳から 50～59 歳まで年齢が上がるほど「どちらともいえない」の割合が高く、「そう思う」

の割合が低い傾向にあります。 

 

図２-２ 日本の人権意識（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

37.7

46.7

31.8

25.0

19.4

35.1

27.7

40.9

50.0

35.5

16.8

16.0

16.7

25.0

29.0

9.4

7.7

10.3

16.1

0.9

1.8

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

46.8

39.7

34.5

35.1

31.6

35.5

46.9

19.4

27.0

35.9

37.5

42.7

41.1

28.9

17.7

19.0

19.7

18.5

15.5

16.9

12.7

16.1

14.3

9.9

8.3

8.7

6.1

8.8

0.6

1.5

0.4

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらともいえない そう思わない わからない 無回答
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問２ 国民（市民）一人ひとりの人権意識は、10年前に比べて高くなっていると思います

か。（○印は１つ） 

【全体】 

「高くなっている」の割合が 42.2％と最も高く、次いで「どちらともいえない」の割合が 30.6％、

「わからない」の割合が 15.1％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「高くなっている」の割合が 4.3％上昇していますが、大きな変化はみられません。 

 

図２-３ 市民の人権意識 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

42.2

37.9

30.6

34.8

11.4

9.3

15.1

17.2

0.8

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高くなっている どちらともいえない 低くなっている わからない 無回答
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【性別】 

男性で「低くなっている」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

18～19歳から 50～59歳まで年齢が上がるほど「高くなっている」の割合が高い傾向にあります。 

 

図２-４ 市民の人権意識（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高くなっている どちらともいえない 低くなっている わからない 無回答

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

42.2

40.6

44.5

50.0

32.3

30.6

30.1

31.3

29.0

11.4

14.1

8.7

12.9

15.1

13.7

15.4

50.0

25.8

0.8

1.6

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

41.9

46.0

44.4

47.0

51.0

39.0

32.0

19.4

25.4

21.8

29.8

30.1

37.2

36.8

11.3

10.3

16.2

8.3

8.7

10.8

12.3

27.4

18.3

17.6

14.3

9.2

12.6

16.7

0.6

1.0

0.4

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問３ 日本社会における人権侵害や差別は、10年前に比べて減っていると思いますか。 

（○印は１つ） 

【全体】 

「どちらともいえない」の割合が 37.9％と最も高く、次いで「減っている」の割合が 26.5％、「増え

ている」の割合が 20.5％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「増えている」の割合が高くなっています。 

 

図２-５ 人権侵害や差別の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

愛知県 1,286 35.9 37.6 9.1 16.2 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

減ってきている あまり変わらない 増えてきている わからない 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

26.5

24.8

37.9

40.9

20.5

18.3

14.3

15.2

0.9

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

減っている どちらともいえない 増えている わからない 無回答
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【性別】 

男性で「増えている」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

18～19歳と 40～49歳で「減っている」の割合が特に高くなっています。 

一方、30～39歳と 60～69歳で「増えている」の割合が「減っている」より高くなっています。 

 

図２-６ 人権侵害や差別の状況（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

減っている どちらともいえない 増えている わからない 無回答

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

26.5

26.7

26.8

25.0

19.4

37.9

36.6

39.3

25.0

38.7

20.5

23.2

18.1

25.0

19.4

14.3

11.7

15.6

25.0

22.6

0.9

1.8

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

35.5

30.2

21.8

35.7

27.7

19.5

24.6

33.9

27.8

40.1

34.5

43.7

43.3

36.0

12.9

25.4

26.1

19.0

15.0

23.8

18.4

17.7

16.7

12.0

10.1

12.6

13.0

18.4

0.6

1.0

0.4

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問４ あなたは、この 10年ほどの間に、自分の人権が侵害されたと思ったことがあります

か。（○印は１つ） 

【全体】 

「ある」の割合が 13.9％、「ない」の割合が 69.6％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、大きな差はみられません。 

 

 

図２-７ 人権侵害の経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある ない わからない 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

愛知県 1,286

13.9

14.1

15.5

69.6

71.0

64.9

15.1

13.4

18.6

1.4

1.4

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

全国 1,556 27.8 71.0 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

70歳以上で「ない」の割合が特に高くなっています。 

 

図２-８ 人権侵害の経験（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある ない わからない 無回答

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

13.9

12.5

14.3

25.0

25.8

69.6

71.7

68.9

25.0

54.8

15.1

13.3

16.5

50.0

19.4

1.4

2.6

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

14.5

12.7

14.8

16.7

14.6

17.7

7.0

62.9

67.5

69.0

65.5

68.0

67.5

79.4

22.6

19.8

16.2

16.1

15.5

13.9

11.0

1.8

1.9

0.9

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【問４で「ある」と答えた方にお聞きします】 

問５ 差し支えなければ、あなたが自分の人権を侵害されたと思ったのは、どのような場合で

あったかお聞かせください。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「パワー・ハラスメント行為を受けた」の割合が 46.6％と最も高く、次いで「地域や職場などにお

いて、仲間はずれやいじめなど不当な扱いを受けた」の割合が 34.4％、「あらぬうわさや悪口、落書き

などで名誉や信用を傷つけられたり侮辱されたりした」の割合が 33.1％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「パワー・ハラスメント行為を受けた」の割合が特に増加しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「人種・信条・性別・社会的身分または門地を理由に差別された」、「地域や職場な

どにおいて、仲間はずれやいじめなど不当な扱いを受けた」、「家庭などで虐待やＤＶなど不当な扱いを

受けた」などの割合が低くなっています。 

 

図２-９ 人権侵害された内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

あらぬうわさや悪口、落書きなどで名誉や信用を
傷つけられたり侮辱されたりした

人種・信条・性別・社会的身分または門地を理由
に差別された

地域や職場などにおいて、仲間はずれやいじめな
ど不当な扱いを受けた

学校において、体罰やいじめなど不当な扱いを受
けた

家庭などで虐待やＤＶ（ドメスティック・バイオ
レンス）など不当な扱いを受けた

役所や医療機関、福祉施設などで不当な扱いを受
けた

個人情報やプライバシーを侵害された

セクシュアル・ハラスメントやストーカー（つき
まとい）行為を受けた

パワー・ハラスメント（権力や地位を利用した嫌
がらせ）行為を受けた

ＳＮＳなどインターネット上で誹謗中傷を受けた

その他

無回答

33.1

14.1

34.4

9.2

9.8

8.6

16.6

12.3

46.6

4.3

9.2

0.6

34.1

11.0

34.1

9.9

8.2

12.6

18.1

12.1

38.5

6.0

4.4

0.5

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 163）

令和２年度調査

（回答者数 = 182）
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【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 199
％

あらぬうわさ、悪口、落書き、インターネット情
報等で名誉、信用を傷つけられたり、侮辱された

人種、国籍、民族、信条、年齢、性別、性的
指向、性自認、社会的身分、門地、障害、疾病等
を理由に差別された

地域や職場等において、仲間はずれやいじめ等
不当な扱いを受けた

学校において、体罰やいじめ等不当な扱いを
受けた

家庭等で、虐待やドメスティック･バイオレンス
（配偶者やパートナーからの暴力）等不当な扱い
を受けた

役所や医療機関、福祉施設等で、不当な扱いを
受けた

プライバシーを侵害された

セクシュアル・ハラスメント（性的嫌がらせ）や
ストーカー行為（特定の人にしつこくつきまとわ
れること等）を受けた

その他

無回答

32.7

26.6

41.2

12.1

15.6

11.1

17.1

17.1

7.5

0.0

0 20 40 60 80 100
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図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 432
％

あらぬ噂、他人からの悪口、かげ口

職場での嫌がらせ

名誉・信用のき損、侮辱

プライバシーの侵害

学校でのいじめ

使用者による時間外労働の強制などの
不当な待遇

セクシュアル・ハラスメント

人種・信条・性別・社会的身分などによる
差別待遇

悪臭・騒音などの公害

社会的地位、慣習などにより、本来義務のないこ
とをやらされたり、権利の行使を妨害されたりし
たなどの強要、暴力や強迫

警察官などの公務員からの不当な取扱い

配偶者やパートナーからの暴力などのドメ
スティック・バイオレンス

地域社会での嫌がらせ

児童虐待

社会福祉施設などでの施設職員からの不
当な取扱い

その他

無回答

54.4

30.1

22.9

18.8

18.1

17.1

16.0

15.3

13.4

11.3

10.2

7.2

6.9

3.7

2.5

4.4

0.2

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

男性、女性ともに「パワー・ハラスメント行為を受けた」の割合が高く、特に男性で 54.0％となっ

ています。 

また、女性で「あらぬうわさや悪口、落書きなどで名誉や信用を傷つけられたり侮辱されたりした」、

「地域や職場などにおいて、仲間はずれやいじめなど不当な扱いを受けた」、「人種・信条・性別・社会

的身分または門地を理由に差別された」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

20～29歳から 60～69歳まで「パワー・ハラスメント行為を受けた」の割合が高くなっています。 

また、70歳以上で「個人情報やプライバシーを侵害された」、18～19歳と 50～59歳で「地域や職場

などにおいて、仲間はずれやいじめなど不当な扱いを受けた」の割合が特に高くなっています。 

 

図２-10 人権侵害された内容（性別・年齢別） 
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ー
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つ
き
ま
と
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行
為
を
受
け
た

パ
ワ
ー

・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
（

権
力

や
地
位
を
利
用
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た
嫌
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ら
せ
）

行
為
を
受
け
た

Ｓ
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Ｓ
な
ど
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
上

で
誹
謗
中
傷
を
受
け
た

そ
の
他

無
回
答

全体 (163) 33.1 14.1 34.4 9.2 9.8 8.6 16.6 12.3 46.6 4.3 9.2 0.6

男性 (63) 22.2 9.5 27.0 7.9 6.3 4.8 17.5 9.5 54.0 1.6 14.3 1.6

女性 (89) 40.4 15.7 36.0 10.1 11.2 10.1 14.6 14.6 41.6 6.7 5.6 -

その他 (1) 100.0 100.0 100.0 100.0 - - - - - - - -

答えたくない (8) 37.5 25.0 62.5 - 25.0 12.5 25.0 12.5 50.0 - 12.5 -

18～19歳 (9) 44.4 22.2 77.8 22.2 - - - 11.1 22.2 22.2 - -

20～29歳 (16) 18.8 31.3 18.8 43.8 6.3 - 12.5 43.8 50.0 6.3 18.8 6.3

30～39歳 (21) 42.9 33.3 23.8 - 9.5 4.8 23.8 28.6 33.3 4.8 4.8 -

40～49歳 (28) 39.3 3.6 28.6 3.6 7.1 10.7 3.6 3.6 60.7 - 10.7 -

50～59歳 (30) 33.3 3.3 46.7 6.7 16.7 10.0 13.3 6.7 56.7 6.7 6.7 -

60～69歳 (41) 26.8 12.2 39.0 4.9 12.2 7.3 17.1 4.9 48.8 2.4 12.2 -

70歳以上 (16) 37.5 12.5 12.5 6.3 6.3 18.8 43.8 6.3 25.0 - 6.3 -

性
別

年
齢

33.1 

14.1 

34.4 

9.2 9.8 8.6 

16.6 

12.3 

46.6 

4.3 

9.2 

0.6 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

（％）
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問６ もし自分の人権が侵害された場合、まずどのように対応しますか。 

（○印はいくつでも） 

【全体】 

「身近な人に相談する」の割合が 66.0％と最も高く、次いで「相手に抗議する」の割合が 24.1％、

「黙って我慢する」の割合が 20.5％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

図２-11 人権侵害への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

黙って我慢する

相手に抗議する

身近な人に相談する

弁護士に相談する

法務局または人権擁護委員に相談する

市役所に相談する

警察に相談する

その他

わからない

無回答

20.5

24.1

66.0

13.4

8.9

15.7

20.3

2.0

5.3

3.8

21.5

26.6

64.6

13.8

9.1

17.7

22.8

2.1

5.5

4.0

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）

回答者数 = 1,556
％

身近な人に相談する

相手に抗議する

黙って我慢する

民間の相談窓口に相談する

弁護士に相談する

法務局・人権擁護委員に相談する

法務局・人権擁護委員以外の公的機関
に相談する

その他

無回答

64.8

33.1

26.0

18.4

17.1

11.2

6.4

1.9

0.8

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

男性で「相手に抗議する」、「法務局または人権擁護委員に相談する」、「弁護士に相談する」、「警察に

相談する」の割合が高くなっています。 

また、女性で「身近な人に相談する」の割合が特に高くなっています。 

 

【年齢別】 

年齢が上がるほど「市役所に相談する」の割合が高い傾向にあります。 

また、70歳以上から 30～39歳まで年齢が下がるほど「黙って我慢する」の割合が高い傾向にありま

す。 

 

図２-12 人権侵害への対応（性別・年齢別） 
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談
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そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 20.5 24.1 66.0 13.4 8.9 15.7 20.3 2.0 5.3 3.8

男性 (505) 17.8 33.5 55.6 17.4 13.5 18.0 23.8 1.6 4.6 4.4

女性 (623) 22.5 17.2 75.4 10.1 5.0 14.6 16.9 2.6 5.1 3.5

その他 (4) - 25.0 75.0 - - - 25.0 - - -

答えたくない (31) 32.3 6.5 61.3 9.7 9.7 6.5 22.6 - 16.1 -

18～19歳 (62) 21.0 25.8 64.5 11.3 1.6 4.8 22.6 3.2 8.1 4.8

20～29歳 (126) 22.2 19.8 67.5 13.5 7.9 5.6 17.5 1.6 5.6 1.6

30～39歳 (142) 32.4 20.4 71.8 10.6 4.9 5.6 16.9 4.2 2.1 2.1

40～49歳 (168) 29.2 25.6 64.3 13.7 4.8 6.0 15.5 1.2 6.5 3.6

50～59歳 (206) 19.4 26.7 70.4 9.2 8.3 18.4 18.0 2.4 4.4 3.4

60～69歳 (231) 18.2 28.6 65.4 16.0 10.0 21.2 22.5 1.7 4.8 4.3

70歳以上 (228) 9.6 19.7 61.8 15.8 16.2 30.3 25.4 1.3 6.1 5.7

性
別

年
齢

20.5 
24.1 

66.0 

13.4 
8.9 

15.7 
20.3 

2.0 
5.3 3.8 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

（％）
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問７ 日本社会における人権にかかわる問題として、重要な問題はどれだと思いますか。 

（○印はいくつでも） 

【全体】 

「インターネットによる人権侵害」の割合が 54.6％と最も高く、次いで「障害のある人の人権」の

割合が 44.4％、「子どもの人権」の割合が 42.3％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

令和２年度調査にはなかった、「性的マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）に関する人権」の割合が 21.3％と

なっています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「外国人の人権」、「女性の人権」、「同和地区の人の人権」などの割合が低くなって

います。 

 

図２-13 人権侵害にかかわる重要な問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年度調査では、「刑を終えて出所した人などの人権」が「刑を終えて出所した人の人権」となっており、「性的マイノリ

ティ（ＬＧＢＴＱ）に関する人権」がありませんでした。  

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）

％

女性の人権

子どもの人権

高齢者の人権

障害のある人の人権

同和地区の人の人権

外国人の人権

ＨＩＶ感染者・エイズ患者の人権

ハンセン病患者・元患者の人権

刑を終えて出所した人などの人権※

犯罪被害者などの人権

インターネット（パソコンやスマートフォン）に
よる人権侵害

ホームレスの人権

性的マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）に関する人権※

その他

特にない

わからない

無回答

39.2

42.3

26.0

44.4

8.1

13.2

8.8

8.8

9.3

23.2

54.6

6.6

21.3

1.8

2.8

6.3

1.7

43.6

42.5

29.7

52.8

12.4

25.9

12.4

12.1

12.4

28.0

55.2

10.5

－

2.5

3.5

5.2

0.9

0 20 40 60 80 100
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【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,286
％

女性の人権

子どもの人権

高齢者の人権

障害者の人権

部落差別（同和問題）

外国人の人権

本邦外出身者に対する不当な差別的言動
（以下「ヘイトスピーチ」という）の問題

ＨＩＶ（エイズウイルス）感染者等の人権

肝炎患者等の人権

ハンセン病回復者等の人権

犯罪被害者とその家族の人権

インターネット（パソコンやスマートフォン等）
による人権侵害

ホームレスの人権

トランスジェンダー（出生時に割り当てられた
性別とは異なる性別を生きる人）の人権

性的指向（異性愛、同性愛、両性愛等）にかかる
問題

刑を終えて出所した人の人権

新型コロナウイルス感染症に関する人権問題

職場における人権

災害時における人権

その他

特にない

わからない

無回答

52.6

46.5

31.8

48.1

20.8

28.5

18.9

12.4

10.0

13.3

29.9

58.2

13.8

31.3

26.1

13.5

21.5

35.5

20.3

2.6

2.8

4.1

1.2

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

女性で「女性の人権」、「子どもの人権」、「性的マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）に関する人権」の割合が

高くなっています。 

 

【年齢別】 

50～59 歳から 70 歳以上まで年齢が上がるほど「高齢者の人権」、20～29 歳から 60～69 歳まで年齢

が上がるほど「犯罪被害者などの人権」の割合が高い傾向があります。 

また、30～39歳で「子どもの人権」の割合が特に高くなっています。 

 

図２-14 人権侵害にかかわる重要な問題（性別・年齢別） 
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人

権 ハ
ン
セ
ン
病
患
者
・
元
患
者
の
人
権

刑
を
終
え
て
出
所
し
た
人
な
ど
の
人

権 犯
罪
被
害
者
な
ど
の
人
権

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
（

パ
ソ
コ
ン
や
ス

マ
ー

ト
フ
ォ

ン
）

に
よ
る
人
権
侵
害

ホ
ー

ム
レ
ス
の
人
権

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
（

Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ

Ｑ
）

に
関
す
る
人
権

そ
の
他

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 39.2 42.3 26.0 44.4 8.1 13.2 8.8 8.8 9.3 23.2 54.6 6.6 21.3 1.8 2.8 6.3 1.7

男性 (505) 27.9 36.6 23.0 43.2 8.5 12.5 8.3 8.3 9.7 24.8 54.5 7.1 16.0 2.4 4.4 5.5 2.2

女性 (623) 48.2 47.5 29.1 46.5 7.9 14.6 9.5 9.3 8.8 23.0 54.3 5.8 25.0 1.3 1.6 6.4 1.4

その他 (4) 25.0 25.0 - 75.0 - - - - 25.0 - 50.0 25.0 100.0 25.0 - - -

答えたくない (31) 51.6 38.7 12.9 25.8 6.5 3.2 6.5 3.2 6.5 9.7 54.8 9.7 29.0 - 3.2 16.1 -

18～19歳 (62) 50.0 51.6 22.6 41.9 12.9 29.0 14.5 12.9 14.5 25.8 45.2 12.9 30.6 3.2 3.2 8.1 1.6

20～29歳 (126) 40.5 44.4 14.3 34.9 1.6 11.1 5.6 2.4 8.7 18.3 60.3 4.8 23.8 2.4 1.6 4.8 1.6

30～39歳 (142) 44.4 54.2 11.3 37.3 1.4 11.3 5.6 4.2 5.6 21.1 52.8 4.9 21.1 2.1 3.5 6.3 2.1

40～49歳 (168) 38.7 47.0 17.9 43.5 9.5 13.7 9.5 6.5 7.1 22.0 53.6 5.4 26.2 3.0 1.8 7.7 0.6

50～59歳 (206) 44.7 38.3 26.7 50.5 11.7 16.5 13.6 12.1 10.7 27.2 59.2 7.8 24.3 1.5 1.5 3.4 1.0

60～69歳 (231) 39.4 43.3 32.9 47.6 8.7 11.7 8.2 10.8 10.0 28.1 57.6 6.1 21.6 1.7 4.3 4.3 0.9

70歳以上 (228) 28.5 31.1 40.8 48.2 9.6 10.1 7.0 10.1 10.1 19.3 47.4 7.0 11.8 0.4 3.5 10.1 3.9

性
別

年
齢

39.2
42.3

26.0

44.4

8.1

13.2
8.8 8.8 9.3

23.2

54.6

6.6

21.3

1.8 2.8
6.3

1.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

（％）
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問８ 人権にかかわる宣言や条約、法律など、あなたが見聞きしたことのあるものはどれです

か。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「児童虐待防止法」の割合が 64.2％と最も高く、次いで「ＤＶ防止法」の割合が 50.5％、「男女共同

参画社会基本法」の割合が 44.6％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「人権教育・啓発推進法」の割合が特に増加しています。 

一方、「ホームレス自立支援法」、「部落差別解消法」、「ハンセン病問題基本法」、「ヘイトスピーチ解

消法」などの割合が減少しています。 

 

図２-15 人権にかかわる宣言や条約の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年度調査では、「ＬＧＢＴ理解増進法」がありませんでした。 

 

 

  

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）

％

犯罪被害者等基本法

ホームレス自立支援法

世界人権宣言

国際人権規約

人権教育のための国連10年

女子差別撤廃条約

児童の権利条約（子どもの
権利条約）

水平社宣言

難民条約

その他

特にない

無回答

11.2

9.2

42.1

18.7

5.5

16.3

21.4

4.9

14.6

0.2

13.4

2.1

10.9

15.6

39.9

16.2

3.9

19.1

21.9

8.2

14.5

0.2

12.3

2.0

0 20 40 60 80 100
％

人権教育・啓発推進法

ＤＶ（ドメスティック・バ
イオレンス）防止法

男女共同参画社会基本法

豊川市男女共同参画推進条
例

児童虐待防止法

高齢者虐待防止法

障害者基本法

障害者虐待防止法、障害者
差別解消法

ＬＧＢＴ理解増進法※

部落差別解消法

ヘイトスピーチ解消法

ハンセン病問題基本法

24.4

50.5

44.6

11.6

64.2

25.5

29.8

23.7

22.1

12.3

17.3

16.3

18.6

50.3

45.3

10.5

68.2

21.2

32.2

20.4

－

17.2

21.6

21.1

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

男性で「ヘイトスピーチ解消法」、「ハンセン病問題基本法」、「ＬＧＢＴ理解増進法」などの割合が高

くなっています。 

また、女性で「児童の権利条約（子どもの権利条約）」「高齢者虐待防止法」、「障害者虐待防止法、障

害者差別解消法」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

全年齢で「児童虐待防止法」の割合が高くなっています。 

18～19 歳で「男女共同参画社会基本法」、「障害者基本法」、「世界人権宣言」、「女子差別撤廃条約」、

20～29歳で「ＬＧＢＴ理解増進法」の割合が特に高くなっています。 

また、年齢が下がるほど「人権教育・啓発推進法」、「国際人権規約」、「児童の権利条約（子どもの権

利条約）」の割合が高い傾向にあります。 

 

図２-16 人権にかかわる宣言や条約の認知度（性別・年齢別）その１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（n）

人
権
教
育
・
啓
発
推
進
法

Ｄ
Ｖ
（

ド
メ
ス
テ
ィ
ッ

ク
・

バ
イ
オ
レ
ン
ス
）

防
止
法

男
女
共
同
参
画
社
会
基
本
法

豊
川
市
男
女
共
同
参
画
推
進

条
例

児
童
虐
待
防
止
法

高
齢
者
虐
待
防
止
法

障
害
者
基
本
法

障
害
者
虐
待
防
止
法
、

障
害

者
差
別
解
消
法

Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ
理
解
増
進
法

部
落
差
別
解
消
法

ヘ
イ
ト
ス
ピ
ー

チ
解
消
法

ハ
ン
セ
ン
病
問
題
基
本
法

全体 (1,175) 24.4 50.5 44.6 11.6 64.2 25.5 29.8 23.7 22.1 12.3 17.3 16.3

男性 (505) 25.1 49.5 44.4 11.1 60.2 20.8 29.7 21.0 24.8 14.3 20.8 19.6

女性 (623) 24.2 52.0 46.1 12.4 68.1 29.5 30.0 26.0 19.6 11.2 14.4 14.0

その他 (4) 25.0 50.0 25.0 - 50.0 50.0 75.0 50.0 50.0 - - -

答えたくない (31) 19.4 41.9 22.6 6.5 54.8 12.9 19.4 16.1 22.6 3.2 16.1 9.7

18～19歳 (62) 33.9 53.2 64.5 11.3 46.8 17.7 51.6 19.4 25.8 21.0 17.7 14.5

20～29歳 (126) 29.4 58.7 54.0 10.3 68.3 23.8 42.1 23.8 32.5 17.5 16.7 16.7

30～39歳 (142) 29.6 53.5 55.6 6.3 69.0 22.5 24.6 16.2 21.8 4.9 9.2 5.6

40～49歳 (168) 22.6 58.9 38.7 9.5 66.1 19.6 28.0 20.8 28.0 11.9 19.6 13.7

50～59歳 (206) 22.3 52.9 41.7 11.2 65.5 22.8 26.2 22.8 19.9 10.7 16.0 18.9

60～69歳 (231) 24.7 46.8 45.9 15.2 70.1 30.7 28.1 28.1 22.9 13.4 21.2 19.0

70歳以上 (228) 19.3 39.9 33.3 14.0 55.7 31.1 26.8 28.1 12.3 12.3 17.5 19.7

性
別

年
齢

24.4 

50.5 

44.6 

11.6 

64.2 

25.5 
29.8 

23.7 22.1 

12.3 
17.3 16.3 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

（％）
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図２-16 人権にかかわる宣言や条約の認知度（性別・年齢別）その２ 

 

 

 

 

 

  

 

（n）

犯
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被
害
者
等
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本
法

ホ
ー

ム
レ
ス
自
立
支
援
法

世
界
人
権
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言

国
際
人
権
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約

人
権
教
育
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た
め
の
国
連

1
0
年

女
子
差
別
撤
廃
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童
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権
利
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約
（

子
ど
も

の
権
利
条
約
）

水
平
社
宣
言

難
民
条
約

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 11.2 9.2 42.1 18.7 5.5 16.3 21.4 4.9 14.6 0.2 13.4 2.1

男性 (505) 13.7 9.5 44.2 19.0 6.3 16.2 16.6 5.7 15.8 0.2 12.5 3.0

女性 (623) 9.5 8.5 41.4 19.1 5.1 16.9 26.2 4.2 14.0 0.2 13.0 1.6

その他 (4) - 25.0 50.0 25.0 - - - 25.0 - - - -

答えたくない (31) 6.5 12.9 25.8 12.9 3.2 9.7 9.7 - 6.5 - 32.3 -

18～19歳 (62) 9.7 3.2 59.7 48.4 9.7 41.9 35.5 19.4 16.1 - 8.1 1.6

20～29歳 (126) 11.1 13.5 49.2 35.7 9.5 31.7 34.1 11.9 19.8 - 9.5 0.8

30～39歳 (142) 4.2 4.2 40.8 23.2 7.0 15.5 23.9 3.5 13.4 - 12.0 0.7

40～49歳 (168) 9.5 6.5 47.0 22.0 7.7 19.0 25.6 4.8 14.3 - 15.5 1.2

50～59歳 (206) 14.6 16.0 40.8 16.5 3.4 12.1 17.5 2.4 10.2 - 12.1 3.4

60～69歳 (231) 12.1 8.2 38.5 9.1 4.8 13.0 16.9 2.6 13.9 0.4 10.4 0.4

70歳以上 (228) 13.6 8.3 36.0 8.8 2.6 6.6 14.5 2.2 17.1 0.4 19.3 5.3

性
別

年
齢

11.2 9.2 

42.1 

18.7 

5.5 

16.3 
21.4 

4.9 

14.6 

0.2 

13.4 

2.1 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

（％）
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３ 女性の人権について 

問９ 女性に関する人権上の問題として、現在、特に問題となっているのはどのようなことだ

と思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「結婚や出産などにより女性が仕事を続けにくい社会環境」の割合が 54.3％と最も高く、次いで「採

用や昇格、賃金など、働く場における差別待遇」の割合が 51.8％、「セクシュアル・ハラスメント」の

割合が 46.9％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「セクシュアル・ハラスメント」の割合が特に増加しています。 

一方、「結婚や出産などにより女性が仕事を続けにくい社会環境」などの割合が減少しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、大きな差はみられません。 

 

図３-１ 女性に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年度調査では、「採用や昇格、賃金など、働く場における差別待遇」が「働く場における差別待遇(採用、昇格、賃金な

ど)」、「不同意性交や不同意わいせつなどの性犯罪や、売春・買春」が「強姦や強制わいせつ等の性犯罪や売春・買春」とな

っていました。 

  

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）

％

男女の固定的な役割分担意識（「男は仕事、女は
家庭」という考え方など）

セクシュアル・ハラスメント

結婚や出産などにより女性が仕事を続けにくい社
会環境

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）

家庭や職場、地域などで女性の意見が尊重されな
いこと

アダルトビデオやポルノ雑誌など、女性を性の対
象物ととらえる社会風潮

不同意性交や不同意わいせつなどの性犯罪や、売
春・買春※

その他

特にない

わからない

無回答

採用や昇格、賃金など、働く場における差別待遇※

40.9

51.8

46.9

54.3

29.0

19.2

21.7

36.9

1.3

5.1

4.5

1.2

44.8

55.3

40.8

62.8

32.2

17.2

17.2

37.2

1.0

3.9

4.0

1.4

0 20 40 60 80 100
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【参考】 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,286
％

固定的な性別役割分担意識
（「男は仕事、女は家庭」等）

職場における差別待遇
（採用、昇格、賃金等）

セクシュアル・ハラスメント
（性的嫌がらせ）

ストーカー行為
（特定の人にしつこくつきまとわれること等）

結婚・出産等により女性が
仕事を続けにくい社会環境

ドメスティック・バイオレンス
（配偶者やパートナーからの暴力）

家庭や職場、地域等で、
女性の意見が尊重されないこと

アダルトビデオやポルノ雑誌等、女性を
性の対象物ととらえる社会風潮

強制性交、強制わいせつ等の性犯罪や売買春

その他

特にない

わからない

無回答

43.5

47.5

44.2

26.1

51.1

26.9

21.3

18.6

28.8

1.6

5.1

5.8

1.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,556
％

「家事は女性」など男女の固定的な役割分担意識
に基づく差別的取扱いを受けること

セクシュアル・ハラスメント

女性が管理職になりにくいなど職場において
差別待遇を受けること

配偶者やパートナーからの暴力などの
ドメスティック・バイオレンス

売春・買春

「令夫人」、「婦人」、「未亡人」、「家内」の
ように女性だけに用いられる言葉が使われること

アダルトビデオなどに出演したことで被害を
受けること

その他

特にない

無回答

47.0

42.0

39.0

31.6

13.3

10.9

8.1

1.7

18.0

1.8

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

女性で「アダルトビデオやポルノ雑誌など、女性を性の対象物ととらえる社会風潮」、「不同意性交や

不同意わいせつなどの性犯罪や、売春・買春」、「男女の固定的な役割分担意識」などの割合が高くなっ

ています。 

 

【年齢別】 

全年齢で「結婚や出産などにより女性が仕事を続けにくい社会環境」の割合が高く、特に 30～39歳

で 60.6％、40～49歳で 64.9％となっています。 

 

図３-２ 女性に関する人権の問題（性別・年齢別） 
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、
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そ
の
他

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 40.9 51.8 46.9 54.3 29.0 19.2 21.7 36.9 1.3 5.1 4.5 1.2

男性 (505) 33.3 45.5 47.1 47.7 26.9 13.7 13.7 29.3 2.0 7.1 5.0 2.0

女性 (623) 47.0 57.1 46.7 59.9 31.1 23.9 28.1 43.0 0.5 3.5 4.0 0.6

その他 (4) 50.0 75.0 75.0 75.0 25.0 25.0 25.0 50.0 - - - -

答えたくない (31) 41.9 58.1 41.9 54.8 12.9 16.1 19.4 38.7 3.2 3.2 6.5 -

18～19歳 (62) 38.7 45.2 51.6 54.8 30.6 19.4 19.4 38.7 1.6 6.5 4.8 -

20～29歳 (126) 45.2 47.6 51.6 54.8 29.4 23.0 27.0 40.5 2.4 3.2 4.0 1.6

30～39歳 (142) 47.9 50.0 46.5 60.6 27.5 17.6 19.0 40.8 1.4 4.9 3.5 0.7

40～49歳 (168) 37.5 56.0 45.2 64.9 26.2 17.3 16.1 40.5 1.8 3.0 3.6 -

50～59歳 (206) 42.7 53.9 45.6 52.4 33.5 22.8 22.8 38.8 0.5 5.8 2.4 1.9

60～69歳 (231) 41.6 52.4 51.5 52.8 30.3 19.5 22.5 34.6 1.7 3.9 3.9 0.9

70歳以上 (228) 35.1 53.1 40.8 46.5 25.4 16.2 22.8 30.7 - 7.9 8.3 2.2
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問 10 女性の人権が守られるためには、どのようなことに力を入れていくべきだと思います

か。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「男女が仕事と家庭を両立できる環境の整備」の割合が 70.4％と最も高く、次いで「女性が被害者

となる犯罪の取り締まりの強化」の割合が 47.3％、「男女平等に関する教育の充実」の割合が 35.2％と

なっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

図３-３ 女性の人権を守るために力をいれていくべきこと 
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男女が仕事と家庭を両立できる環境の整備

女性が被害者となる犯罪の取り締まりの強化

男女平等に関する教育の充実

議員や審議会委員など、政策や方針決定の場への
女性参画の推進

男女平等の啓発活動推進

女性のための相談体制の充実

その他

特にない

わからない

無回答

70.4

47.3

35.2

28.4

20.1

26.9

1.8

4.2

4.3

1.4

73.1

44.8

36.8

27.7

19.7

26.7

2.6

2.8

4.3

1.1

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【性別】 

女性で「女性が被害者となる犯罪の取り締まりの強化」、「女性のための相談体制の充実」などの割合

が高くなっています。 

 

【年齢別】 

60～69歳で「女性のための相談体制の充実」の割合が高くなっています。 

 

図３-４ 女性の人権を守るために力をいれていくべきこと（性別・年齢別） 
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無
回
答

全体 (1,175) 70.4 47.3 35.2 28.4 20.1 26.9 1.8 4.2 4.3 1.4

男性 (505) 66.7 36.4 31.9 25.0 21.8 22.4 2.2 6.3 3.4 2.4

女性 (623) 74.2 55.5 38.7 31.5 18.9 30.7 1.4 2.2 4.5 0.6

その他 (4) 50.0 25.0 50.0 50.0 25.0 25.0 - - - -

答えたくない (31) 61.3 54.8 29.0 22.6 16.1 22.6 - 6.5 16.1 -

18～19歳 (62) 71.0 43.5 32.3 33.9 21.0 29.0 - 3.2 4.8 -

20～29歳 (126) 71.4 42.9 38.1 24.6 11.9 23.0 0.8 4.8 4.0 1.6

30～39歳 (142) 70.4 44.4 33.8 22.5 20.4 23.2 2.1 4.9 6.3 0.7

40～49歳 (168) 70.2 50.6 32.1 25.6 17.3 26.8 3.0 5.4 3.0 -

50～59歳 (206) 70.4 52.4 34.0 27.2 19.4 26.2 2.9 4.4 1.5 2.4

60～69歳 (231) 70.6 48.5 40.7 32.0 22.1 33.8 1.7 2.6 4.8 1.3

70歳以上 (228) 70.2 43.4 34.6 32.5 25.4 24.1 0.4 3.9 6.1 2.2
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４ 子どもの人権について 

問 11 子どもに関する人権上の問題として、現在、特に問題となっているのはどのようなこ

とだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「インターネットを使ってのいじめや悪口、中傷」の割合が 71.7％と最も高く、次いで「保護者に

よる子どもへの暴力や育児の放棄などの虐待」の割合が 69.2％、「子ども同士による暴力やいじめ、無

視などの仲間はずれ」の割合が 59.0％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「教諭や保育士による子どもへの言葉の暴力や体罰」、「暴力や性など、子どもにと

っての有害な情報の氾濫」、「大人が「子どもだから」という理由で、子どものプライバシーを尊重しな

いこと」などの割合が増加しています。 

一方、「保護者による子どもへの暴力や育児の放棄などの虐待」の割合が特に減少しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「暴力や性など、子どもにとっての有害な情報の氾濫」、「インターネットを使って

のいじめや悪口、中傷」、「大人による一方的な考えの押しつけ、自分の意見を子どもに強制すること」

などの割合が高くなっています。 

 

図４-１ 子どもに関する人権の問題 
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保護者による子どもへの暴力や育児の放棄などの
虐待

大人による一方的な考えの押しつけ、自分の意見
を子どもに強制すること

大人が「子どもだから」という理由で、子どもの
プライバシーを尊重しないこと

子ども同士による暴力やいじめ、無視などの仲間
はずれ

インターネット（パソコンやスマートフォン）を
使ってのいじめや悪口、中傷

教諭や保育士による子どもへの言葉の暴力や体罰

暴力や性など、子どもにとっての有害な情報の氾
濫

その他

特にない

わからない

無回答

69.2

45.7

27.0

59.0

71.7

37.2

36.1

1.7

1.4

3.1

1.4

81.1

40.0

20.4

63.3

70.0

29.6

29.5

1.6

1.0

2.6

0.9

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【参考】 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,286
％

保護者による子どもへの暴力や育児の放棄等の
虐待

大人が子どもの意見を聞かず、
自分の意見を子どもに強制すること

大人が「子どもだから」という理由で、
子どものプライバシーを尊重しないこと

子どもによる暴力、いじめ、無視等の仲間はずれ

インターネット（パソコンやスマホ等）を使って
のいじめ

教師・保育士等による言葉の暴力や体罰

児童買春・児童ポルノ等の対象となること

暴力や性等子どもにとっての有害な情報の氾濫

貧困のために進学や就職が困難になったり、
健康な生活ができなかったりすること

ヤングケアラー（家事や家族の世話等を
日常的に行っている子ども）の問題

その他

特にない

わからない

無回答

73.1

37.2

24.0

56.4

58.2

34.0

27.1

22.5

48.3

42.6

1.1

2.5

4.1

1.2

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,556
％

いじめを受けること

いじめ、体罰や虐待について、周りの人が気
がついているのに何もしないこと

虐待を受けること

体罰を受けること

学校や就職先の選択などに関する子どもの意見に
ついて、大人がその意見を無視すること

児童買春・児童ポルノなどの対象となること

その他

特にない

無回答

65.2

56.0

53.9

34.8

31.4

23.7

1.5

12.0

1.3

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

女性で「暴力や性など、子どもにとっての有害な情報の氾濫」、「インターネットを使ってのいじめや

悪口、中傷」、「教諭や保育士による子どもへの言葉の暴力や体罰」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

年齢が下がるほど「大人が「子どもだから」という理由で、子どものプライバシーを尊重しないこと」

の割合が高い傾向にあります。 

また、18～19歳から 50～59歳まで年齢が上がるほど「暴力や性など、子どもにとっての有害な情報

の氾濫」の割合が高い傾向にあります。 

30～39 歳で「子ども同士による暴力やいじめ、無視などの仲間はずれ」の割合が特に高くなってい

ます。 

 

図４-２ 子どもに関する人権の問題（性別・年齢別） 
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特
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わ
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無
回
答

全体 (1,175) 69.2 45.7 27.0 59.0 71.7 37.2 36.1 1.7 1.4 3.1 1.4

男性 (505) 66.9 44.0 26.5 56.0 65.9 31.9 30.3 1.4 2.4 2.6 1.8

女性 (623) 71.7 46.7 27.8 61.0 76.4 41.7 41.6 1.9 0.8 3.2 1.3

その他 (4) 50.0 100.0 25.0 100.0 100.0 25.0 50.0 - - - -

答えたくない (31) 61.3 45.2 22.6 61.3 67.7 35.5 25.8 3.2 - 6.5 -

18～19歳 (62) 66.1 62.9 40.3 43.5 64.5 37.1 29.0 - 1.6 4.8 -

20～29歳 (126) 73.0 58.7 31.7 53.2 75.4 31.0 29.4 0.8 0.8 2.4 0.8

30～39歳 (142) 66.2 50.0 31.7 69.0 76.8 38.7 34.5 3.5 1.4 1.4 0.7

40～49歳 (168) 71.4 44.6 28.0 58.9 73.2 32.1 39.9 3.0 1.8 3.6 0.6

50～59歳 (206) 68.9 45.6 25.7 54.9 74.8 36.4 41.7 1.9 1.5 1.9 0.5

60～69歳 (231) 74.5 46.3 27.7 68.8 74.9 41.6 39.0 1.7 1.3 1.7 0.9

70歳以上 (228) 63.2 31.6 18.4 54.4 61.4 39.9 32.9 0.4 1.8 5.7 4.8
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問 12 子どもの人権が守られるために、どのようなことに力を入れていくべきだと思います

か。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「子ども一人ひとりの個性や能力を大切にした教育の実践」の割合が 49.2％と最も高く、次いで「子

どもが被害者になる犯罪の取り締まり強化や有害環境の浄化」の割合が 48.3％、「子どもが人権意識を

身につけるための心の教育の充実」の割合が 45.4％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「子ども一人ひとりの個性や能力を大切にした教育の実践」の割合が特に減少して

います。 

 

図４-３ 子どもの人権を守るために力を入れていくべきこと 
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子どもが多様な人々と交流し実体験を積み重ねら
れるための、地域社会の協力活動

子どもの人権尊重に関する大人の意識改革

子どもが被害者になる犯罪の取り締まり強化や有
害環境の浄化

人権意識を高める研修などによる教諭や保育士の
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0.9
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0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【性別】 

女性で「子どもが被害者になる犯罪の取り締まり強化や有害環境の浄化」、「子育てや教育などに関す

る相談体制の充実」、「子どもが人権意識を身につけるための心の教育の充実」などの割合が高くなって

います。 

 

【年齢別】 

年齢が上がるほど「人権意識を高める研修などによる教諭や保育士の資質や能力の向上」の割合が高

い傾向にあります。 

また、18～19歳から 50～59歳まで年齢が上がるほど「子どもが被害者になる犯罪の取り締まり強化

や有害環境の浄化」の割合が高い傾向にある一方、「子ども一人ひとりの個性や能力を大切にした教育

の実践」の割合が低い傾向にあります。 

 

図４-４ 子どもの人権を守るために力を入れていくべきこと（性別・年齢別） 
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全体 (1,175) 49.2 45.4 36.7 40.3 48.3 31.0 34.0 14.8 1.9 2.1 4.9 1.3

男性 (505) 46.5 41.6 34.9 38.8 39.8 27.3 28.9 12.5 2.6 3.0 4.0 1.8

女性 (623) 51.4 48.8 38.5 42.4 55.1 34.0 38.2 16.7 1.1 1.4 5.3 1.0

その他 (4) 75.0 75.0 25.0 25.0 75.0 50.0 25.0 25.0 - - - -

答えたくない (31) 48.4 35.5 29.0 25.8 51.6 29.0 29.0 16.1 - 3.2 12.9 -
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５ 高齢者の人権について 

問 13 高齢者に関する人権上の問題として、現在、特に問題となっているのはどのようなこ

とだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「詐欺や悪質商法の被害が多いこと」の割合が 58.7％と最も高く、次いで「収入が少なく、経済的

に自立できないこと」の割合が 51.4％、「働きたくても働ける場が少ないこと」の割合が 45.4％となっ

ています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「収入が少なく、経済的に自立できないこと」、「アパートなどの賃貸住宅を容易に

借りられないこと」などの割合が増加しています。 

一方、「道路や建物、交通機関などがユニバーサルデザインになっていないため、外出先で不便が多

いこと」の割合が特に減少しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「病院や福祉施設で不当な扱いや身体面・心理面などの虐待があること」の割合が

特に高くなっています。 

 

図５-１ 高齢者に関する人権の問題 
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1.4

44.5

45.1

21.0

13.3

24.1

25.1

29.4

16.3

61.5

20.4

2.0

3.0

4.2

1.4

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【参考】 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,286
％

収入が少なく、経済的に自立できないこと

自分の能力を発揮する機会が少ないこと

高齢者の意見や行動が尊重されないこと

交通機関や施設等がバリアフリーになっていない
ため、自由な行動が妨げられること

様々な生活の場面で、不当な扱いや嫌がらせ、
虐待を受けること

賃貸住宅等への入居が困難なこと

その他

特にない

わからない

無回答

49.0

25.7

14.5

28.9

14.2

27.8

2.3

12.8

9.1

1.6

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,556
％

悪徳商法、特殊詐欺の被害が多いこと

病院での看護や介護施設において劣悪な
処遇や虐待を受けること

高齢者が邪魔者扱いされること

働く能力を発揮する機会が少ないこと

経済的に自立が困難なこと

アパートなどへの入居を拒否されること

家庭内での看護や介護において嫌がらせ
や虐待を受けること

差別的な言葉を言われること

高齢者の意見や行動が尊重されないこと

その他

特にない

無回答

44.7

33.6

31.7

28.4

27.9

22.2

22.0

17.8

14.9

0.7

13.5

1.2

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

女性で「病院や福祉施設で不当な扱いや身体面・心理面などの虐待があること」、「家族や介護者から

身体面・心理面などの虐待があること」、「道路や建物、交通機関などがユニバーサルデザインになって

いないため、外出先で不便が多いこと」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

年齢が下がるほど「家族や介護者から身体面・心理面などの虐待があること」の割合が高い傾向にあ

ります。 

また、40～49歳から 60～69歳で「働きたくても働ける場が少ないこと」、「アパートなどの賃貸住宅

を容易に借りられないこと」の割合が高くなっています。 

 

図５-２ 高齢者に関する人権の問題（性別・年齢別） 
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自
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、
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齢
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理

解

が

足

り

な
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こ

と

詐
欺
や
悪
質
商
法
の
被
害
が
多
い
こ
と

ア
パ
ー

ト
な
ど
の
賃
貸
住
宅
を
容
易
に

借
り
ら
れ
な
い
こ
と

そ
の
他

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 51.4 45.4 20.3 13.1 22.6 26.7 21.1 13.3 58.7 25.5 1.4 3.3 4.1 1.4

男性 (505) 49.9 41.2 20.2 12.9 17.4 20.6 16.4 13.1 55.8 20.6 1.2 5.9 3.8 2.0

女性 (623) 52.5 49.3 19.7 13.3 27.0 31.6 25.5 13.8 61.5 29.2 1.1 1.3 3.7 1.0

その他 (4) 25.0 50.0 75.0 - - 25.0 - - 50.0 - - - 25.0 -

答えたくない (31) 61.3 45.2 29.0 16.1 22.6 32.3 9.7 9.7 58.1 25.8 3.2 - 12.9 -

18～19歳 (62) 45.2 48.4 22.6 19.4 29.0 27.4 17.7 12.9 54.8 14.5 - 1.6 8.1 -

20～29歳 (126) 46.0 42.9 22.2 6.3 33.3 30.2 17.5 14.3 55.6 15.9 - 5.6 7.1 -

30～39歳 (142) 52.1 41.5 19.7 6.3 24.6 26.1 13.4 6.3 50.0 20.4 1.4 7.7 4.2 0.7

40～49歳 (168) 48.2 56.0 21.4 9.5 23.2 24.4 19.6 9.5 56.5 33.3 1.8 0.6 4.8 0.6

50～59歳 (206) 51.0 52.9 19.9 17.5 22.8 32.0 25.7 12.6 62.6 28.2 1.9 2.9 2.4 1.5

60～69歳 (231) 60.6 46.8 26.0 18.2 22.1 26.8 23.8 16.9 64.1 31.6 2.2 0.4 3.0 0.9

70歳以上 (228) 49.6 33.3 13.2 13.6 13.6 22.4 22.8 17.1 60.5 21.9 - 4.8 3.1 3.9

性
別

年
齢

51.4 

45.4 

20.3 

13.1 

22.6 
26.7 

21.1 

13.3 

58.7 

25.5 

1.4 
3.3 4.1 

1.4 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
（％）
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問 14 高齢者の人権が守られるために、どのようなことに力を入れていくべきだと思います

か。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「高齢者が生活しやすいまちづくりの推進」の割合が 51.7％と最も高く、次いで「高齢者の就職の

機会の創出」の割合が 41.7％、「高齢者のための相談体制の充実」の割合が 37.2％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「高齢者が生活しやすいまちづくりの推進」の割合が特に減少しています。 

 

図５-３ 高齢者の人権を守るために力を入れていくべきこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

高齢者の就職の機会の創出

高齢者と他の世代との交流の促進

高齢者のための相談体制の充実

高齢者が生活しやすいまちづくりの推進

高齢者の人権尊重の啓発活動の推進

成年後見人制度の利用支援

その他

特にない

わからない

無回答

41.7

32.0

37.2

51.7

13.8

14.6

1.3

5.4

6.0

1.6

42.8

30.3

35.2

58.4

14.0

13.5

2.6

4.0

6.8

1.9

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【性別】 

女性で「高齢者と他の世代との交流の促進」、「高齢者が生活しやすいまちづくりの推進」などの割合

が高くなっています。 

 

【年齢別】 

20～29歳から 70歳以上まで年齢が上がるほど「高齢者のための相談体制の充実」、「高齢者が生活し

やすいまちづくりの推進」の割合が高い傾向にあります。 

 

図５-４ 高齢者の人権を守るために力を入れていくべきこと（性別・年齢別） 
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成
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度
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利
用

支
援

そ
の
他

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 41.7 32.0 37.2 51.7 13.8 14.6 1.3 5.4 6.0 1.6

男性 (505) 40.4 28.3 35.0 48.9 12.5 11.9 1.4 9.3 4.2 2.0

女性 (623) 43.0 36.1 39.6 55.1 14.9 16.5 1.0 2.4 6.3 1.4

その他 (4) 75.0 25.0 25.0 - 25.0 - - - 25.0 -

答えたくない (31) 35.5 16.1 29.0 38.7 12.9 22.6 3.2 3.2 22.6 -

18～19歳 (62) 30.6 35.5 32.3 48.4 14.5 6.5 - 9.7 11.3 -

20～29歳 (126) 40.5 39.7 23.8 39.7 10.3 16.7 2.4 7.9 7.9 -

30～39歳 (142) 36.6 26.8 33.1 38.7 10.6 12.7 1.4 9.9 9.9 2.1

40～49歳 (168) 49.4 33.3 38.1 48.8 9.5 22.0 1.2 3.0 6.5 0.6

50～59歳 (206) 51.9 35.4 37.9 56.3 18.0 19.4 2.4 1.9 3.4 1.9

60～69歳 (231) 48.1 35.5 44.2 57.6 13.0 13.4 0.4 2.2 3.5 0.4

70歳以上 (228) 27.2 23.7 40.8 59.6 18.0 8.3 0.4 8.3 4.8 4.4

性
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６ 障害のある人の人権について 

問 15 障害のある人に関する人権上の問題として、現在、特に問題となっているのはどのよ

うなことだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「収入が少なく経済的に自立できないこと」の割合が 53.7％と最も高く、次いで「就職や仕事の内

容、待遇で不利な取扱いを受けること」の割合が 50.5％、「障害があるという理由で、意見や行動が尊

重されないこと」の割合が 33.2％となっています。 
 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「就職や仕事の内容、待遇で不利な取扱いを受けること」、「障害者用駐車施設など

に不適切な駐車がされている、視覚障害者誘導用標示上に物を置いているなど、障害のある人に対する

市民の理解が足りないこと」、「じろじろ見たり、避けたりすること」などの割合が減少しています。 
 

【県との比較】 

県と比較すると、「就職や仕事の内容、待遇で不利な取扱いを受けること」、「障害があるという理由

で、意見や行動が尊重されないこと」、「収入が少なく経済的に自立できないこと」などの割合が高くな

っています。 
 

図６-１ 障害のある人に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

収入が少なく経済的に自立できないこと

就職や仕事の内容、待遇で不利な取扱いを受ける
こと

障害があるという理由で、意見や行動が尊重され
ないこと

結婚について、周囲が反対すること

道路や建物、交通機関などがユニバーサルデザイ
ンになっていないこと

障害者用駐車施設などに不適切な駐車がされている、
視覚障害者誘導用標示上に物を置いているなど、障害
のある人に対する市民の理解が足りないこと

学校の受け入れ体制が整っていないこと

家族や介護者から身体面・心理面などの虐待があ
ること

病院や福祉施設で不当な扱いや虐待があること

アパートなどの賃貸住宅への入居が困難なこと

じろじろ見たり、避けたりすること

その他

特にない

わからない

無回答

53.7

50.5

33.2

15.3

25.5

32.9

23.8

15.5

17.7

17.1

23.6

1.1

3.2

9.0

2.0

52.8

56.0

32.6

13.4

29.9

38.4

26.1

13.8

14.1

13.8

29.0

1.2

2.7

7.8

1.7

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【参考】 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,286
％

結婚について、周囲から反対されること

収入が少なく、経済的に自立できないこと

就職や職場で不利な取り扱いを受けること

障害者だからという理由で、
意見や行動が尊重されないこと

障害によって、情報の取得や
意見の表明が十分にできないこと

交通機関や施設等がバリアフリーになっていない

ため、自由な行動が妨げられること

個々の障害の特性に応じた合理的配慮が受けられ
ないこと

様々な生活の場面で、不当な扱いや
嫌がらせ、虐待を受けること

賃貸住宅等への入居が困難なこと

スポーツ・文化活動・地域活動に気軽に参加でき
ないこと

じろじろ見られたり、避けられたりすること

その他

特にない

わからない

無回答

17.0

48.1

39.3

25.5

22.2

34.6

30.3

21.3

15.5

11.2

31.2

1.4

4.5

11.1

1.9

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,556
％

職場、学校などで嫌がらせやいじめを受けること

じろじろ見られたり、避けられたりすること

差別的な言葉を言われること

就職・職場で不利な扱いを受けること

交際や結婚を反対されること

スポーツ・文化活動・地域活動に気軽に参加でき
ないこと

宿泊施設や公共交通機関の利用、店舗など
への入店を拒否されること

アパートなどへの入居を拒否されること

悪徳商法の被害が多いこと

その他

特にない

無回答

43.3

40.7

38.9

38.2

19.0

14.9

13.2

12.5

8.8

1.4

18.4

1.9

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

女性で「病院や福祉施設で不当な扱いや虐待があること」、「障害者用駐車施設などに不適切な駐車が

されている、視覚障害者誘導用標示上に物を置いているなど、障害のある人に対する市民の理解が足り

ないこと」、「学校の受け入れ体制が整っていないこと」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

年齢が下がるほど「じろじろ見たり、避けたりすること」の割合が高い傾向にあります。 

また、18～19歳から 50～59歳まで年齢が上がるほど「収入が少なく経済的に自立できないこと」の

割合が高い傾向にあります。 

18～19 歳で「障害があるという理由で、意見や行動が尊重されないこと」の割合が特に高くなって

います。 

 

図６-２ 障害のある人に関する人権の問題（性別・年齢別） 
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と

そ
の
他
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い

無
回
答

全体 (1,175) 53.7 50.5 33.2 15.3 25.5 32.9 23.8 15.5 17.7 17.1 23.6 1.1 3.2 9.0 2.0

男性 (505) 52.5 51.1 31.7 16.8 24.2 30.1 21.4 12.9 14.5 17.2 21.4 1.2 4.8 8.9 2.0

女性 (623) 54.9 50.6 34.2 14.6 27.1 35.2 26.5 17.3 20.1 16.7 25.2 0.6 2.2 8.7 1.9

その他 (4) 100.0 75.0 75.0 25.0 25.0 50.0 50.0 50.0 50.0 25.0 25.0 25.0 - - -

答えたくない (31) 51.6 48.4 35.5 6.5 12.9 38.7 9.7 16.1 19.4 19.4 32.3 3.2 - 9.7 -

18～19歳 (62) 45.2 48.4 56.5 22.6 16.1 22.6 21.0 22.6 19.4 21.0 40.3 1.6 1.6 8.1 -

20～29歳 (126) 46.0 45.2 37.3 23.8 24.6 27.8 29.4 19.8 20.6 14.3 35.7 1.6 5.6 4.8 0.8

30～39歳 (142) 53.5 54.2 37.3 13.4 17.6 21.1 23.9 14.1 12.7 9.2 26.8 0.7 5.6 7.7 0.7

40～49歳 (168) 54.2 56.0 32.1 13.7 24.4 33.9 28.0 16.1 19.6 22.0 22.0 1.8 0.6 11.9 1.2

50～59歳 (206) 59.7 50.5 31.6 19.4 29.1 39.8 23.3 17.0 20.4 15.5 19.9 1.0 2.9 6.8 2.4

60～69歳 (231) 58.0 53.2 36.4 11.7 29.9 39.8 23.4 14.3 20.3 19.0 22.1 1.3 2.2 7.8 1.3

70歳以上 (228) 51.8 46.5 21.9 11.4 26.8 32.9 19.7 11.4 12.7 18.0 17.5 - 4.4 12.3 4.4
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問 16 障害のある人の人権が守られるために、どのようなことに力を入れていくべきだと思

いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「障害者の就職の機会の創出」の割合が 51.1％と最も高く、次いで「障害者が生活しやすいまちづ

くりの推進」の割合が 49.9％、「障害者福祉サービスの充実」の割合が 47.2％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「権利擁護事業の充実」の割合が特に増加しています。 

一方、「障害者の就職の機会の創出」、「障害者が生活しやすいまちづくりの推進」などの割合が減少

しています。 

 

図６-３ 障害のある人の人権を守るために力を入れていくべきこと 
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障害者の就職の機会の創出

障害者福祉サービスの充実

障害者が生活しやすいまちづくりの推進

障害者の人権尊重の啓発活動の推進

障害のある人とない人の交流の促進

保育や学校教育の充実

権利擁護事業の充実

障害者のための相談体制の充実

その他

特にない

わからない

無回答

51.1

47.2

49.9

19.7

25.7

30.0

16.7

29.9

1.3

2.9

8.1

2.0

58.5

43.6

56.7

20.1

28.7

30.1

10.5

31.3

1.2

2.4

7.8

1.8

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【性別】 

女性で「保育や学校教育の充実」、「障害のある人とない人の交流の促進」などの割合が高くなってい

ます。 

 

【年齢別】 

20～29歳で「障害者福祉サービスの充実」、40～49歳で「障害者の就職の機会の創出」、60～69歳で

「保育や学校教育の充実」の割合が特に高くなっています。 

 

図６-４ 障害のある人の人権を守るために力を入れていくべきこと（性別・年齢別） 

 

 

 

 

  

 

（n）

障
害
者
の
就
職
の
機
会
の
創
出

障
害
者
福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

障
害
者
が
生
活
し
や
す
い
ま
ち
づ

く
り
の
推
進

障
害
者
の
人
権
尊
重
の
啓
発
活
動

の
推
進

障
害
の
あ
る
人
と
な
い
人
の
交
流

の
促
進

保
育
や
学
校
教
育
の
充
実

権
利
擁
護
事
業
の
充
実
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害
者
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め
の
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実 そ
の
他

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 51.1 47.2 49.9 19.7 25.7 30.0 16.7 29.9 1.3 2.9 8.1 2.0

男性 (505) 51.9 46.1 48.9 18.8 23.0 27.1 14.1 28.1 0.6 5.1 6.7 2.2

女性 (623) 50.7 48.3 51.2 20.2 28.4 32.7 18.5 31.1 1.4 1.1 8.8 1.8

その他 (4) 75.0 75.0 50.0 75.0 100.0 100.0 75.0 50.0 25.0 - - -

答えたくない (31) 45.2 45.2 45.2 19.4 12.9 19.4 22.6 35.5 6.5 - 12.9 -

18～19歳 (62) 53.2 45.2 51.6 22.6 29.0 30.6 21.0 27.4 - 3.2 6.5 -

20～29歳 (126) 42.9 53.2 47.6 22.2 23.0 31.0 12.7 26.2 0.8 7.1 7.1 1.6

30～39歳 (142) 46.5 45.1 47.9 19.7 23.2 31.0 14.1 28.9 3.5 4.9 8.5 0.7

40～49歳 (168) 60.7 50.6 49.4 18.5 26.8 31.5 16.7 31.0 1.8 1.8 7.7 0.6

50～59歳 (206) 47.6 45.1 50.5 18.9 32.0 24.8 19.4 32.0 1.9 1.9 6.8 2.4

60～69歳 (231) 54.5 50.2 51.5 20.3 27.3 35.1 17.7 32.5 0.9 0.9 7.4 1.3

70歳以上 (228) 50.9 43.4 50.4 18.9 21.1 28.5 16.7 28.5 - 2.6 10.5 4.4
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（％）
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７ 外国人の人権について 

問 17 日本に居住している外国人に関する人権上の問題として、現在、特に問題となってい

るのはどのようなことだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「地域社会での受け入れが十分でないこと」の割合が 27.2％と最も高く、次いで「わからない」の

割合が 24.9％、「就職や仕事の内容、待遇で不利な取扱いを受けること」の割合が 24.4％となっていま

す。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「就職や仕事の内容、待遇で不利な取扱いを受けること」、「保険や医療、防災、教

育などの生活に必要な情報が十分に手に入れられないこと」、「文化・スポーツ施設、ショッピング施設

などで外国語表記などがなく、十分なサービスが受けられないこと」などの割合が減少しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「地域社会での受け入れが十分でないこと」、「就職や仕事の内容、待遇で不利な取

扱いを受けること」、「文化・スポーツ施設、ショッピング施設などで外国語表記などがなく、十分なサ

ービスが受けられないこと」などの割合が低くなっています。 

 

図７-１ 外国人に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）

％

地域社会での受け入れが十分でないこと

アパートなどの賃貸住宅への入居が困難なこと

保険や医療、防災、教育などの生活に必要な情報
が十分に手に入れられないこと

就職や仕事の内容、待遇で不利な取扱いを受ける
こと

学校の受験資格の取扱いや受け入れ体制が十分で
ないこと

文化・スポーツ施設、ショッピング施設などで外
国語表記などがなく、十分なサービスが受けられ
ないこと

結婚について、周囲が反対すること

ヘイトスピーチなど、不当な差別的言動を受ける
こと

その他

特にない

わからない

無回答

27.2

10.2

23.8

24.4

8.9

13.1

3.4

15.8

2.6

15.9

24.9

2.5

31.8

14.8

33.8

36.9

13.1

18.7

4.8

20.2

2.0

8.1

21.1

2.5

0 20 40 60 80 100
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【参考】 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,286
％

就職や職場で、不利な取り扱いを受けること

習慣等が異なるため、
地域社会で受け入れられにくいこと

ヘイトスピーチを受けること

医療、保健、防災等、生活に必要な
情報が手に入れにくいこと

賃貸住宅等への入居が困難なこと

公共機関での外国語表示が不十分なこと

結婚について、周囲から反対されること

国籍による偏見や差別があること

その他

特にない

わからない

無回答

33.1

37.4

19.4

31.6

13.8

21.0

6.1

38.1

1.6

7.5

17.8

2.0

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,556
％

風習や習慣などの違いが受け入れられないこと

就職・職場で不利な扱いを受けること

差別的な言葉を言われること

職場、学校などで嫌がらせやいじめを受
けること

じろじろ見られたり、避けられたりすること

アパートなどへの入居を拒否されること

交際や結婚を反対されること

宿泊などの施設の利用や、店舗などへの
入店を拒否されること

その他

特にない

無回答

27.8

22.1

19.5

19.1

18.8

12.5

12.3

5.1

2.2

38.3

1.5

0 20 40 60 80 100



 

 52 

【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

18～19 歳で「文化・スポーツ施設、ショッピング施設などで外国語表記などがなく、十分なサービ

スが受けられないこと」、「ヘイトスピーチなど、不当な差別的言動を受けること」、60～69歳で「地域

社会での受け入れが十分でないこと」、「就職や仕事の内容、待遇で不利な取扱いを受けること」の割合

が特に高くなっています。 

 

図７-２ 外国人に関する人権の問題（性別・年齢別） 
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そ
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特
に
な
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わ
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無
回
答

全体 (1,175) 27.2 10.2 23.8 24.4 8.9 13.1 3.4 15.8 2.6 15.9 24.9 2.5

男性 (505) 29.9 10.5 23.8 25.1 6.9 12.1 3.6 15.4 3.6 19.4 19.0 2.4

女性 (623) 25.8 10.3 24.6 24.2 10.8 14.1 3.4 16.4 1.8 13.0 28.6 2.6

その他 (4) 50.0 50.0 25.0 25.0 - 50.0 25.0 50.0 - - 25.0 -

答えたくない (31) 12.9 - 16.1 19.4 9.7 6.5 - 12.9 3.2 16.1 45.2 -

18～19歳 (62) 32.3 19.4 27.4 25.8 9.7 22.6 4.8 27.4 1.6 17.7 24.2 -

20～29歳 (126) 23.0 13.5 19.0 23.8 10.3 15.1 7.1 13.5 2.4 22.2 15.9 1.6

30～39歳 (142) 27.5 8.5 17.6 20.4 4.9 9.9 3.5 16.9 2.1 25.4 15.5 1.4

40～49歳 (168) 19.0 11.9 20.8 20.8 8.3 14.3 1.8 13.7 5.4 18.5 28.6 0.6

50～59歳 (206) 22.3 8.7 24.8 21.8 9.7 14.6 3.9 14.1 1.9 19.4 27.2 2.9

60～69歳 (231) 37.7 9.5 29.9 30.3 11.3 9.5 2.6 17.7 3.9 7.8 25.5 1.3

70歳以上 (228) 28.9 7.9 25.4 26.8 8.3 13.2 2.6 15.4 0.4 8.3 30.3 6.1

性
別

年
齢

27.2 

10.2 

23.8 24.4 
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13.1 
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15.8 

2.6 

15.9 

24.9 

2.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

（％）
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問 18 ヘイトスピーチが社会問題となっていますが、あなたはヘイトスピーチについてどう

思いますか。（○印は１つ） 

【全体】 

「よくないことだと思う」の割合が 41.2％と最も高く、次いで「絶対にやめるべきだと思う」の割

合が 24.0％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「絶対にやめるべきだと思う」の割合が減少しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、大きな差はみられません。 

 

 

図７-３ ヘイトスピーチについて 
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

70歳以上から 20～29歳まで年齢が下がるほど「共感するところがある」の割合が高い傾向にありま

す。 

また、30～39歳から 70歳以上まで年齢が上がるほど「絶対にやめるべきだと思う」の割合が高い傾

向にあります。 

 

図７-４ ヘイトスピーチについて（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

絶対にやめるべきだと思う よくないことだと思う 何とも思わない

共感するところがある その他 わからない

無回答

回答者数 =

全　体 1,175
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女性 623
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18～19歳 62
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40～49歳 168

50～59歳 206
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15.9

14.1

18.5
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問 19 外国人の人権が守られるために、どのようなことに力を入れていくべきだと思います

か。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「外国語による日常生活に必要な情報の提供」の割合が 38.8％と最も高く、次いで「外国人が安心

して就労できる環境の整備」の割合が 36.7％、「外国人のための相談体制の充実」の割合が 33.4％とな

っています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「外国人が安心して就労できる環境の整備」、「外国人のための相談体制の充実」、

「日本人への外国語教育や国際理解教育の推進」などの割合が減少しています。 

 

図７-５ 外国人の人権を守るために力を入れていくべきこと 
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外国人が安心して就労できる環境の整備

外国語による日常生活に必要な情報の提供

外国人のための相談体制の充実

シンポジウムや講座、交流イベントの開催など、
国際理解のための機会の提供

日本人への外国語教育や国際理解教育の推進

その他

特にない

わからない

無回答
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41.9

14.5
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令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）



 

 56 

【性別】 

女性で「日本人への外国語教育や国際理解教育の推進」の割合が特に高くなっています。 

 

【年齢別】 

30～39歳から 70歳以上まで年齢が上がるほど「外国人が安心して就労できる環境の整備」の割合が

高い傾向にあります。 

 

図７-６ 外国人の人権を守るために力を入れていくべきこと（性別・年齢別） 
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無
回
答

全体 (1,175) 36.7 38.8 33.4 12.7 21.9 4.3 10.7 14.4 3.9

男性 (505) 35.6 37.6 31.7 11.3 18.8 5.1 13.7 10.5 4.6

女性 (623) 37.7 40.9 35.3 14.1 24.9 3.0 8.0 16.9 3.7

その他 (4) 50.0 50.0 25.0 - 25.0 - 25.0 25.0 -

答えたくない (31) 29.0 22.6 25.8 9.7 19.4 6.5 12.9 29.0 -

18～19歳 (62) 35.5 43.5 38.7 14.5 30.6 1.6 19.4 12.9 1.6

20～29歳 (126) 38.1 34.9 23.0 12.7 17.5 2.4 17.5 11.1 0.8

30～39歳 (142) 29.6 33.8 31.7 9.9 31.0 8.5 16.9 12.0 2.1

40～49歳 (168) 36.3 39.9 33.9 12.5 22.0 7.1 9.5 13.1 3.6

50～59歳 (206) 34.0 39.3 35.0 16.0 23.3 4.9 11.7 13.6 2.9

60～69歳 (231) 39.4 46.3 37.7 13.4 19.0 3.9 6.5 14.7 2.2
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4.3 

10.7 

14.4 

3.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

（％）
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問 20 地域で外国人と共生するためには、あなたは何をすべきだと思いますか。 

（○印はいくつでも） 

【全体】 

「地域で暮らす仲間・パートナーとして受け入れるとともに、外国の文化や生活習慣などを理解す

る」の割合が 46.6％と最も高く、次いで「わからない」の割合が 29.7％、「地域の活動や交流の場に外

国人を誘う」の割合が 20.5％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「地域で暮らす仲間・パートナーとして受け入れるとともに、外国の文化や生活習

慣などを理解する」の割合が特に減少しています。 

 

図７-７ 外国人との共生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

地域で暮らす仲間・パートナーとして受け入れる
とともに、外国の文化や生活習慣などを理解する

自分から積極的に外国人に話しかけるようにする

地域の活動や交流の場に外国人を誘う

ボランティアとして自分にできることをする

その他

わからない

無回答

46.6

12.3

20.5

10.1

6.6

29.7

4.3

60.1

14.5

25.1

11.7

4.8

21.1

3.3

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【性別】 

男性で「地域の活動や交流の場に外国人を誘う」、「自分から積極的に外国人に話しかけるようにす

る」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

18～19 歳で「地域の活動や交流の場に外国人を誘う」、「ボランティアとして自分にできることをす

る」の割合が特に高くなっています。 

 

図７-８ 外国人との共生（性別・年齢別） 
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か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 46.6 12.3 20.5 10.1 6.6 29.7 4.3

男性 (505) 46.3 15.4 24.4 10.1 8.5 26.1 5.1

女性 (623) 48.2 10.1 18.5 10.4 5.0 31.0 3.9

その他 (4) 25.0 25.0 25.0 25.0 - 25.0 25.0

答えたくない (31) 35.5 9.7 3.2 3.2 6.5 51.6 -

18～19歳 (62) 53.2 16.1 29.0 16.1 1.6 27.4 3.2

20～29歳 (126) 40.5 7.9 19.8 10.3 7.9 31.0 1.6

30～39歳 (142) 43.7 9.9 16.9 8.5 13.4 28.9 2.8

40～49歳 (168) 41.7 9.5 20.2 6.5 10.7 33.3 3.6

50～59歳 (206) 50.0 11.7 18.4 11.7 6.8 30.6 2.4

60～69歳 (231) 51.9 14.7 25.1 10.4 5.6 26.8 2.6

70歳以上 (228) 46.9 16.2 18.9 10.5 0.4 28.1 11.4

性
別

年
齢

46.6 

12.3 

20.5 

10.1 
6.6 

29.7 

4.3 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

（％）
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８ ＨＩＶ感染者・エイズ患者、ハンセン病患者・元患者の人権について 

問 21 ＨＩＶ感染者・エイズ患者に関する人権上の問題として、現在、特に問題となってい

るのはどのようなことだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「わからない」の割合が 44.4％と最も高く、次いで「就職や職場で不利な取扱いを受けること」の

割合が 32.3％、「学校で不利な扱いを受けること」の割合が 18.0％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「就職や職場で不利な取扱いを受けること」、「学校で不利な扱いを受けること」、

「家族への差別的な言動を受けること」などの割合が減少しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、大きな差はみられません。 

 

図８-１ ＨＩＶ感染者・エイズ患者に関する人権の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

就職や職場で不利な取扱いを受けること

学校で不利な扱いを受けること

医療機関で治療や入院を断られること

本人に無断でエイズ検査をされること

アパートなどの賃貸住宅への入居が困難なこと

結婚を断られたり、離婚を迫られたりすること

家族への差別的な言動を受けること

その他

特にない

わからない

無回答

32.3

18.0

17.7

7.2

7.9

12.4

17.8

0.5

7.5

44.4

3.6

41.3

26.7

18.3

6.2

8.5

14.1

23.5

0.8

5.1

40.6

2.8

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）



 

 60 

【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,286
％

就職や職場で不利な取扱いを受けること

医療機関で治療や入院を断られること

本人に無断でエイズ検査をされること

偏見により差別的な言動を受けること

賃貸住宅等への入居が困難なこと

結婚について、周囲から反対されること

その他

特にない

わからない

無回答

27.7

21.3

9.4

41.1

7.2

14.6

0.5

7.6

36.0

1.6

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

年齢が下がるほど「結婚を断られたり、離婚を迫られたりすること」、「家族への差別的な言動を受け

ること」の割合が高い傾向にあります。 

また、60～69歳で「就職や職場で不利な取扱いを受けること」の割合が特に高くなっています。 

 

図８-２ ＨＩＶ感染者・エイズ患者に関する人権の問題（性別・年齢別） 
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無
回
答

全体 (1,175) 32.3 18.0 17.7 7.2 7.9 12.4 17.8 0.5 7.5 44.4 3.6

男性 (505) 34.7 17.8 16.6 6.1 7.9 11.5 17.4 0.6 11.7 38.4 3.8

女性 (623) 31.8 18.6 18.5 7.9 8.5 13.6 18.5 0.5 3.9 48.3 3.7

その他 (4) - - 25.0 - - 25.0 50.0 - - 50.0 -

答えたくない (31) 12.9 16.1 16.1 12.9 - 6.5 6.5 - 6.5 61.3 -

18～19歳 (62) 29.0 19.4 25.8 4.8 9.7 19.4 24.2 - 9.7 37.1 1.6

20～29歳 (126) 27.8 21.4 22.2 7.1 7.9 19.8 23.0 - 10.3 42.1 -

30～39歳 (142) 33.1 16.9 20.4 9.2 8.5 19.0 19.7 - 5.6 42.3 1.4

40～49歳 (168) 32.1 21.4 16.1 6.5 8.3 17.3 17.9 0.6 7.7 44.6 2.4

50～59歳 (206) 30.6 13.1 19.9 11.2 8.7 10.7 16.0 0.5 7.8 50.5 2.4

60～69歳 (231) 43.7 21.2 13.9 6.5 6.1 6.9 17.7 1.3 5.6 39.0 3.5

70歳以上 (228) 25.9 15.8 14.0 4.4 8.3 6.6 14.0 0.4 7.0 48.7 9.6
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40.0

50.0

（％）
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問 22 ハンセン病患者・元患者に関する人権上の問題として、現在、特に問題となっている

のはどのようなことだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「病気に対する正しい理解なしに、怖い病気といった偏見や誤解があること」の割合が 44.2％と最

も高く、次いで「わからない」の割合が 40.4％、「じろじろ見たり、避けたりすること」の割合が 23.4％

となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「病気に対する正しい理解なしに、怖い病気といった偏見や誤解があること」の割

合が特に増加しています。 

一方、「じろじろ見たり、避けたりすること」、「ハンセン病療養所の外で自立した生活を営むのが困

難なこと」、「就職や職場で不利な取扱いを受けること」などの割合が減少しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「病気に対する正しい理解なしに、怖い病気といった偏見や誤解があること」の割

合が特に高くなっています。 

 

図８-３ ハンセン病患者に関する人権の問題 
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じろじろ見たり、避けたりすること

病気に対する正しい理解なしに、怖い病気といっ
た偏見や誤解があること

就職や職場で不利な取扱いを受けること

アパートなどの賃貸住宅への入居が困難なこと

旅館やホテルなどにおいて、不当な扱いを受ける
こと

医療機関で治療や入院を断られること

ハンセン病療養所の外で自立した生活を営むのが
困難なこと

その他

特にない

わからない

無回答

23.4

44.2

21.1
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9.5

10.0

15.3

0.2

5.0

40.4

3.1

30.9

38.4

26.2

6.6

8.4

10.8

21.9

0.5

3.3

38.7

3.2

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（全国） 

 

 

  

回答者数 = 1,286
％

じろじろ見られたり、避けられたりすること

ハンセン病療養所の外で、
自立した生活を営むのが困難なこと

偏見により差別的な言動を受けること

賃貸住宅等への入居が困難なこと

旅館、ホテル等において、不当な扱いを受けるこ
と

怖い病気といった誤解があること

その他

特にない

わからない

無回答

27.4

24.9

33.9

7.9

11.6

32.5

1.0

4.6

40.3

1.2

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,556
％

ハンセン病療養所の外で、
自立した生活を営むのが困難なこと

交際や結婚を反対されること

職場、学校などで嫌がらせやいじめを受けること

じろじろ見られたり、避けられたりすること

差別的な言葉を言われること

就職・職場で不利な扱いを受けること

治療や入院を断られること

宿泊などの施設の利用や、店舗などへの
入店を拒否されること

アパートなどへの入居を拒否されること

その他

特にない

無回答

22.2

19.3

17.4

17.2

16.7

16.3

10.3

7.6

7.5

2.1

55.5

2.2

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

60～69 歳で「病気に対する正しい理解なしに、怖い病気といった偏見や誤解があること」の割合が

特に高くなっています。 

 

図８-４ ハンセン病患者に関する人権の問題（性別・年齢別） 
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特
に
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無
回
答

全体 (1,175) 23.4 44.2 21.1 8.4 9.5 10.0 15.3 0.2 5.0 40.4 3.1

男性 (505) 23.8 43.6 21.6 8.9 10.9 9.7 17.0 0.2 7.5 36.4 3.4

女性 (623) 24.1 45.9 21.3 8.5 8.8 10.0 14.4 - 2.7 42.2 3.2

その他 (4) 25.0 50.0 25.0 - - - - - - 50.0 -

答えたくない (31) 6.5 19.4 6.5 3.2 6.5 12.9 6.5 3.2 6.5 67.7 -

18～19歳 (62) 19.4 37.1 16.1 14.5 14.5 14.5 16.1 - 11.3 45.2 1.6

20～29歳 (126) 25.4 46.8 21.4 7.9 10.3 13.5 15.1 - 7.1 39.7 -

30～39歳 (142) 23.2 40.8 23.9 7.7 11.3 10.6 9.2 0.7 4.9 43.7 1.4

40～49歳 (168) 22.6 39.9 21.4 11.3 11.3 11.3 16.7 0.6 7.1 40.5 2.4

50～59歳 (206) 20.9 42.7 19.4 9.2 11.7 13.1 14.1 - 4.4 47.1 1.9

60～69歳 (231) 26.8 55.0 25.5 6.9 8.2 6.5 17.7 - 3.5 31.2 2.6

70歳以上 (228) 23.2 40.4 17.5 6.6 5.3 6.1 17.1 - 2.2 40.8 8.8
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問 23 ＨＩＶ感染者・エイズ患者やハンセン病患者・元患者の人権が守られるために、どの

ようなことに力を入れていくべきだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「学校におけるエイズ教育やハンセン病の正しい理解の推進」の割合が 61.3％と最も高く、次いで

「ＨＩＶ感染者・エイズ患者やハンセン病患者・元患者などのプライバシー保護の徹底」の割合が

30.8％、「ＨＩＶ感染者・エイズ患者やハンセン病患者・元患者などの相談体制の充実」の割合が 25.4％

となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「学校におけるエイズ教育やハンセン病の正しい理解の推進」の割合が特に減少し

ています。 

 

図８-５ エイズ患者などの人権を守るために力を入れていくべきこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）

％

学校におけるエイズ教育やハンセン病の正しい理
解の推進

ＨＩＶやハンセン病の問題についてのシンポジウ
ムや講座の開催、パネル展示など、正しい理解の
機会提供

ＨＩＶ感染者・エイズ患者やハンセン病患者・元
患者などのプライバシー保護の徹底

ＨＩＶ感染者・エイズ患者やハンセン病患者・元
患者などの相談体制の充実

その他

特にない

わからない

無回答
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2.1

18.4
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

年齢が下がるほど「ＨＩＶ感染者・エイズ患者やハンセン病患者・元患者などのプライバシー保護の

徹底」の割合が高い傾向にあります。 

 

図８-６ エイズ患者などの人権を守るために力を入れていくべきこと（性別・年齢別） 
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無
回
答

全体 (1,175) 61.3 25.2 30.8 25.4 0.5 4.3 23.2 3.7

男性 (505) 59.6 25.7 30.7 25.0 0.8 7.1 21.0 4.0

女性 (623) 64.4 25.8 31.6 26.6 0.2 1.8 23.3 3.7

その他 (4) 50.0 25.0 25.0 - - - 50.0 -

答えたくない (31) 35.5 9.7 16.1 16.1 3.2 3.2 51.6 -

18～19歳 (62) 62.9 24.2 45.2 25.8 - 4.8 24.2 1.6

20～29歳 (126) 61.9 24.6 42.9 26.2 - 4.8 22.2 0.8

30～39歳 (142) 61.3 24.6 33.8 26.8 0.7 7.7 23.2 1.4

40～49歳 (168) 66.7 25.0 32.7 31.0 1.8 4.8 19.0 2.4

50～59歳 (206) 59.2 25.7 27.2 24.8 - 2.9 26.2 2.4

60～69歳 (231) 67.5 26.8 28.1 28.1 0.9 3.5 19.0 3.5

70歳以上 (228) 53.1 24.6 23.2 18.4 - 2.6 27.6 9.6

性
別

年
齢

61.3 

25.2 

30.8 

25.4 

0.5 
4.3 

23.2 

3.7 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

（％）
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９ インターネット（パソコンやスマートフォン）による人権侵害について 

問 24 インターネットによる人権侵害の問題として、現在、特に問題となっているのはどの

ようなことだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「他人の身元を暴いたり、誹謗中傷する表現を掲載したりすること」の割合が 83.3％と最も高く、

次いで「個人情報などが流出していること」の割合が 66.5％、「出会い系サイトなど、犯罪を誘発する

場となっていること」の割合が 53.0％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「わいせつ画像や残虐な画像など、有害な情報を掲載すること」の割合が特に増加

しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「わいせつ画像や残虐な画像など、有害な情報を掲載すること」の割合が特に高く

なっています。 

 

図９-１ インターネットに関する人権侵害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

他人の身元を暴いたり、誹謗中傷する表現を掲載
したりすること

差別を助長する表現を掲載すること

出会い系サイトなど、犯罪を誘発する場となって
いること

捜査対象となっている未成年者の実名や顔写真を
掲載すること

わいせつ画像や残虐な画像など、有害な情報を掲
載すること

個人情報などが流出していること

その他

特にない

わからない

無回答

83.3

42.7

53.0

28.8

48.3

66.5

1.3

1.6

4.1

1.4

84.7

40.1

54.5

27.0

40.2

67.1

2.1

1.0

4.0

1.6

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【参考】 

 

図（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,556
％

他人を誹謗中傷する情報が掲載されること

他人に差別をしようとする気持ちを起こさせた
り、それを助長するような情報が掲載されること

プライバシーに関する情報が掲載されること

ＳＮＳなどによる交流が犯罪を誘発する場となっ
て
いること
元交際相手の性的な画像を、相手の同意を得る
ことなく、ＳＮＳやインターネットの掲示板に
公表するなどのリベンジポルノが存在すること

捜査の対象となっている未成年者の実名や
顔写真が掲載されること

その他

特にない

無回答

67.7

42.8

42.5

37.0

31.5

17.9

1.5

14.7

3.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,286
％

プライバシーに関する情報を掲載されること

他人を誹謗中傷する表現を掲載されること

差別を助長する表現を掲載されること

出会い系サイト・コミュニティサイト・SNS等が、
犯罪を誘発する場として利用されていること

捜査対象となっている未成年者の実名や顔写真が
掲載されること

わいせつ画像や残虐な画像等、有害な情報が掲載
されること

フェイクニュース（真実ではない情報）や誤った
情報が拡散されること

その他

特にない

わからない

無回答

61.1

73.5

35.5

45.9

21.3

29.9

62.8

0.6

1.6

7.2

1.8

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

男性で「差別を助長する表現を掲載すること」の割合が高くなっています。 

また、女性で「わいせつ画像や残虐な画像など、有害な情報を掲載すること」、「出会い系サイトなど、

犯罪を誘発する場となっていること」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

年齢が下がるほど「個人情報などが流出していること」の割合が高い傾向にあります。 

また、40～49 歳で「捜査対象となっている未成年者の実名や顔写真を掲載すること」の割合が特に

高くなっています。 

 

図９-２ インターネットに関する人権侵害（性別・年齢別） 
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特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 83.3 42.7 53.0 28.8 48.3 66.5 1.3 1.6 4.1 1.4

男性 (505) 81.2 46.3 45.9 26.3 37.8 63.8 1.2 2.8 2.8 0.6

女性 (623) 85.4 39.6 59.4 31.1 57.9 68.1 1.3 0.6 4.7 2.2

その他 (4) 100.0 100.0 50.0 - - 100.0 - - - -

答えたくない (31) 77.4 38.7 48.4 25.8 35.5 67.7 3.2 - 12.9 -

18～19歳 (62) 83.9 46.8 40.3 38.7 53.2 74.2 - 3.2 3.2 -

20～29歳 (126) 85.7 38.9 49.2 24.6 46.0 73.0 1.6 0.8 2.4 -

30～39歳 (142) 89.4 43.7 54.9 26.1 47.2 69.7 2.1 1.4 - 2.1

40～49歳 (168) 85.1 49.4 51.2 37.5 47.6 70.2 1.2 0.6 1.8 1.2

50～59歳 (206) 87.4 46.1 53.9 29.1 51.9 68.9 1.0 1.0 1.9 1.9

60～69歳 (231) 81.8 42.4 56.7 29.9 45.0 63.2 1.7 2.2 5.2 1.3

70歳以上 (228) 75.0 36.0 55.7 22.8 50.4 56.6 0.9 2.2 10.1 2.2
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問 25 インターネット上で人権侵害と思われるような情報を発見したとき、あなたはどのよ

うにしますか。（○印は１つ） 

【全体】 

「そのようなページは無視する」の割合が 33.0％と最も高く、次いで「いけないと思うが、対処の

仕方がわからない」の割合が 29.3％、「自分とかかわりがなければ、特に何もしない」の割合が 18.8％

となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「自分とかかわりがなければ、特に何もしない」の割合が減少しています。 

 

【県との比較】 

県調査にはない、「いけないと思うが、対処の仕方がわからない」の割合が 29.3％と高くなっていま

す。 

 

図９-３ インターネットによる人権侵害を発見したときの対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自分とかかわりがなければ、特に何もしない そのようなページは無視する

自分も同じような内容で書き込みをする 反対意見を書き込む

プロバイダまたは関係機関に知らせる いけないと思うが、対処の仕方がわからない

その他 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

18.8

26.1

33.0

30.1

0.2

0.1

0.3

1.1

3.8

3.7

29.3

33.6

1.3

3.0

13.4

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

愛知県 550 35.6 54.5

2.2

5.3

1.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分とかかわりがなかったので、特に何もしなかった

そのような投稿・ページは、無視した

反対意見を書き込んだ

プロバイダ又は関係機関に知らせた

その他

無回答
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【性別】 

男性で「自分とかかわりがなければ、特に何もしない」の割合が高くなっています。 

また、女性で「いけないと思うが、対処の仕方がわからない」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

20～29歳から 70歳以上まで年齢が上がるほど「いけないと思うが、対処の仕方がわからない」の割

合が高い傾向にある一方、「自分とかかわりがなければ、特に何もしない」、「そのようなページは無視

する」の割合が低い傾向にあります。 

 

図９-４ インターネットによる人権侵害を発見したときの対応（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自分とかかわりがなければ、特に何もしない そのようなページは無視する

自分も同じような内容で書き込みをする 反対意見を書き込む

プロバイダまたは関係機関に知らせる いけないと思うが、対処の仕方がわからない

その他 無回答
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25.0

19.4

33.0

32.3

33.1

25.0

48.4

0.2

0.2

0.2

0.3

0.4

0.2

3.8

4.6

3.5

29.3

26.7

31.9

22.6

1.3

1.8

0.8

13.4

12.5

14.0

50.0

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =
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60～69歳 231

70歳以上 228
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問 26 インターネットによる人権侵害を防ぐためには、どのようなことが必要だと思います

か。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「違法な情報発信者に対する監視や取り締まりの強化」の割合が 66.4％と最も高く、次いで「プロ

バイダに対して、情報の停止や削除を求める」の割合が 57.5％、「インターネットによる人権侵害を受

けた人のための相談体制の充実」の割合が 37.3％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「インターネット利用者やプロバイダなどに対して、個人のプライバシーや名誉に

関する正しい理解を深めるための教育や啓発の推進」の割合が特に低くなっています。 

 

図９-５ インターネットによる人権侵害を防ぐために必要なこと 
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インターネットによる人権侵害を受けた人のため
の相談体制の充実

インターネット利用者やプロバイダなどに対して、個
人のプライバシーや名誉に関する正しい理解を深める
ための教育や啓発の推進

プロバイダに対して、情報の停止や削除を求める

違法な情報発信者に対する監視や取り締まりの強
化

その他

特にない

わからない

無回答

37.3

32.2

57.5

66.4

2.1

2.3

7.9

1.4

37.4

34.7

53.8

69.9

2.8

1.6

9.4

1.7

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【参考】 

図（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,274
％

プロバイダーなどに対して、人権を侵害する違法な
情報の削除を義務付ける法的規制をすること

プロバイダーなどに対して、人権を侵害する違法な
情報の削除を含む対応を求めること

人権を侵害する違法な情報に対する監視・取締りを
行うこと

インターネットにより人権侵害を受けた者のための
相談所や電話相談窓口を充実させること

インターネット利用者やプロバイダーなどに対し
て、個人のプライバシーや名誉に関する正しい知識
を深めるための教育・啓発広報活動を推進すること

その他

無回答

63.9

59.5

58.0

50.7

44.8

3.5

1.2

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,286
％

インターネット上の誹謗中傷等を防止するための啓
発を充実させる

学校等において、インターネットの正しい利用に関
する教育を充実させる

インターネット上の誹謗中傷等に対応する相談機関
を充実させる

プロバイダ等に対し、情報の停止・削除を求める

不当・違法な情報発信者に対する監視・取り締まり
を強化する

その他

特にない

わからない

無回答

37.3

49.1

35.2

58.6

66.6

2.6

1.6

6.1

1.8

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

女性で「インターネット利用者やプロバイダなどに対して、個人のプライバシーや名誉に関する正し

い理解を深めるための教育や啓発の推進」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

70 歳以上から 30～39 歳まで年齢が下がるほど「インターネット利用者やプロバイダなどに対して、

個人のプライバシーや名誉に関する正しい理解を深めるための教育や啓発の推進」の割合が高い傾向

にあります。 

 

図９-６ インターネットによる人権侵害を防ぐために必要なこと（性別・年齢別） 
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全体 (1,175) 37.3 32.2 57.5 66.4 2.1 2.3 7.9 1.4

男性 (505) 35.4 29.1 56.0 66.3 3.0 3.6 5.1 0.8

女性 (623) 39.5 34.8 58.9 66.6 1.3 1.3 9.1 2.1

その他 (4) 50.0 25.0 75.0 75.0 - - 25.0 -

答えたくない (31) 25.8 35.5 58.1 61.3 3.2 - 22.6 -

18～19歳 (62) 41.9 30.6 53.2 58.1 1.6 3.2 11.3 -

20～29歳 (126) 23.0 39.7 52.4 62.7 2.4 4.8 6.3 -

30～39歳 (142) 38.7 40.1 54.2 64.8 4.2 2.8 4.2 1.4

40～49歳 (168) 35.1 35.7 61.9 72.6 3.6 1.2 4.2 1.2

50～59歳 (206) 42.7 32.0 65.0 69.4 0.5 1.5 4.4 1.9

60～69歳 (231) 44.6 27.3 62.3 68.4 3.0 2.2 6.5 1.3

70歳以上 (228) 32.9 26.8 50.0 62.3 - 1.8 17.1 2.6
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10 犯罪被害者と加害者の人権について 

問 27 犯罪被害者など（犯罪被害者とその家族、遺族）に関する人権上の問題として、現

在、特に問題となっているのはどのようなことだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「犯罪行為による精神的なショックにより、日常生活に支障をきたすようになること」の割合が

65.5％と最も高く、次いで「報道によってプライバシーに関することが公表されたり、取材によって私

生活の平穏が保てなかったりすること」の割合が 57.1％、「事件のことについて、周囲にうわさ話をさ

れること」の割合が 53.3％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「犯罪行為による精神的なショックにより、日常生活に支障をきたすようになるこ

と」、「警察に相談しても期待どおりの結果が得られないこと」、「捜査や刑事裁判手続きに必ずしも被害

者の声が十分反映されるわけではないこと」などの割合が増加しています。 

一方、「報道によってプライバシーに関することが公表されたり、取材によって私生活の平穏が保て

なかったりすること」などの割合が減少しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「犯罪行為による精神的なショックにより、日常生活に支障をきたすようになるこ

と」、「犯罪行為によって、経済的負担を受けること」、「警察に相談しても期待どおりの結果が得られな

いこと」の割合が特に高くなっています。 

 

図 10-１ 犯罪被害者などに関する人権 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）

愛知県
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【性別】 

男性で「犯罪行為によって、経済的負担を受けること」の割合が高くなっています。 

また、女性で「報道によってプライバシーに関することが公表されたり、取材によって私生活の平穏

が保てなかったりすること」、「捜査や刑事裁判において、精神的負担を受けること」、「事件のことにつ

いて、周囲にうわさ話をされること」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

70歳以上から 20～29歳まで年齢が下がるほど「警察に相談しても期待どおりの結果が得られないこ

と」の割合が高い傾向にあります。 

また、18～19歳と 40～49歳で「捜査や刑事裁判において、精神的負担を受けること」の割合が特に

高くなっています。 

 

図 10-２ 犯罪被害者などに関する人権（性別・年齢別） 
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問 28 犯罪加害者など（犯罪加害者とその家族、遺族）に関する人権上の問題として、現

在、特に問題となっているのはどのようなことだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「犯罪加害者の家族などへのプライバシーの侵害」の割合が 55.7％と最も高く、次いで「加害者家

族としての苦しみについて、地域や職場、学校での理解が得られないこと」の割合が 41.2％、「事件の

ことについて、周囲にうわさ話をされること」の割合が 39.2％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「犯罪行為による精神的なショックにより、日常生活に支障をきたすようになるこ

と」、「事件のことについて、周囲にうわさ話をされること」、「犯罪加害者の家族などへのプライバシー

の侵害」などの割合が減少しています。 

 

図 10-３ 犯罪加害者などに関する人権 
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0.8

7.5

16.7

2.2

47.1

53.2

45.8

61.1

0.7
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令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

18～19 歳で「加害者家族としての苦しみについて、地域や職場、学校での理解が得られないこと」、

50～59歳で「犯罪加害者の家族などへのプライバシーの侵害」の割合が特に高くなっています。 

 

図 10-４ 犯罪加害者などに関する人権（性別・年齢別） 
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男性 (505) 33.5 38.4 39.6 53.1 1.0 11.1 14.1 1.8

女性 (623) 36.6 40.0 41.7 57.5 0.5 4.8 18.3 2.7

その他 (4) 50.0 75.0 75.0 75.0 - - - -

答えたくない (31) 22.6 35.5 51.6 64.5 3.2 - 25.8 -

18～19歳 (62) 38.7 45.2 48.4 56.5 - 6.5 12.9 -
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問 29 刑を終えて出所した人などに関する人権上の問題として、現在、特に問題となってい

るのはどのようなことだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「刑を終えて出所した人などへの誤った認識や偏見が存在していること」の割合が 37.5％と最も高

く、次いで「社会復帰に向けた相談や支援体制の不足」の割合が 34.7％、「就職や職場で不利な扱いを

受けること」の割合が 31.7％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「就職や職場で不利な扱いを受けること」の割合が特に減少しています。 

 

図 10-５ 刑を終えて出所した人などに関する人権 
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

20～29歳から 60～69歳まで年齢が上がるほど「社会復帰に向けた相談や支援体制の不足」の割合が

高い傾向にあります。 

 

図 10-６ 刑を終えて出所した人などに関する人権（性別・年齢別） 

 

 

  

 

（n）

刑
を
終
え
て
出
所
し

た
人
な
ど
へ
の
誤
っ

た
認
識
や
偏
見
が
存

在
し
て
い
る
こ
と

就
職
や
職
場
で
不
利

な
扱
い
を
受
け
る
こ

と ア
パ
ー

ト
な
ど
へ
の

入
居
が
困
難
な
こ
と

社
会
復
帰
に
向
け
た

相
談
や
支
援
体
制
の

不
足

保
健
医
療
や
福
祉

サ
ー

ビ
ス
を
受
け
る

た
め
の
情
報
を
手
に

入
れ
ら
れ
な
い
こ
と

そ
の
他

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 37.5 31.7 14.6 34.7 8.2 1.5 10.5 26.2 2.0

男性 (505) 40.6 32.9 13.9 33.7 8.9 1.6 14.3 20.6 1.4

女性 (623) 36.1 31.6 15.7 36.4 8.0 1.3 7.5 29.2 2.7

その他 (4) 50.0 50.0 25.0 25.0 - - 25.0 25.0 -

答えたくない (31) 22.6 12.9 3.2 19.4 3.2 3.2 6.5 54.8 -

18～19歳 (62) 45.2 35.5 11.3 32.3 12.9 - 19.4 19.4 -

20～29歳 (126) 34.1 25.4 9.5 30.2 7.9 1.6 18.3 16.7 0.8
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11 ホームレスの人権について 

問 30 ホームレスに関する人権上の問題として、現在、特に問題となっているのはどのよう

なことだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「経済的な自立が困難なこと」の割合が 50.9％と最も高く、次いで「通行人など、周囲の人からの

嫌がらせや暴力があること」の割合が 30.6％、「ホームレスに対する誤解や偏見があること」の割合が

29.0％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「通行人など、周囲の人からの嫌がらせや暴力があること」の割合が特に減少して

います。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「通行人など、周囲の人からの嫌がらせや暴力があること」の割合が特に低くなっ

ています。 

 

図 11-１ ホームレスに関する人権 
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【性別】 

女性で「経済的な自立が困難なこと」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

40～49歳で「経済的な自立が困難なこと」の割合が特に高くなっています。 

 

図 11-２ ホームレスに関する人権（性別・年齢別） 
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12 性的マイノリティの人権について 

問 31 性的マイノリティに関する人権上の問題として、現在、特に問題となっているのはど

のようなことだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「性的マイノリティに対する理解がないこと」の割合が 46.6％と最も高く、次いで「偏見により差

別的な言動を受けること」の割合が 36.4％、「わからない」の割合が 24.6％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「性的マイノリティに対する理解がないこと」、「偏見により差別的な言動を受ける

こと」などの割合が減少しています。 

 

図 12-１ 性的マイノリティの人権 
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

60～69歳から 20～29歳まで年齢が下がるほど「じろじろ見たり、避けたりすること」、50～59歳か

ら 18～19歳まで年齢が下がるほど「偏見により差別的な言動を受けること」の割合が高くなっていま

す。 

 

図 12-２ 性的マイノリティの人権（性別・年齢別） 
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特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 46.6 36.4 17.4 22.6 20.5 7.5 0.9 8.3 24.6 1.4

男性 (505) 45.9 34.1 15.4 20.4 18.4 6.1 1.2 11.1 21.4 1.8

女性 (623) 46.7 38.4 18.8 23.9 22.0 8.3 0.5 5.8 27.3 1.3

その他 (4) 100.0 100.0 - 75.0 50.0 25.0 - - - -

答えたくない (31) 48.4 35.5 25.8 35.5 25.8 12.9 3.2 6.5 25.8 -

18～19歳 (62) 56.5 50.0 19.4 32.3 29.0 11.3 1.6 8.1 16.1 -

20～29歳 (126) 44.4 43.7 24.6 31.7 20.6 7.9 0.8 11.1 12.7 2.4

30～39歳 (142) 50.0 43.0 21.8 28.9 21.8 8.5 2.8 12.7 14.1 -

40～49歳 (168) 39.9 37.5 17.9 22.0 21.4 10.1 1.8 10.1 25.6 -

50～59歳 (206) 46.1 32.5 17.5 22.3 20.9 7.8 - 6.8 29.1 1.5

60～69歳 (231) 53.2 39.0 12.1 24.7 24.7 4.3 0.4 4.3 24.7 1.3

70歳以上 (228) 41.7 25.9 15.8 11.0 12.7 7.0 - 7.0 35.1 3.5
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問 32 性的マイノリティや性の多様性に対する理解を深めるためには、どのようなことが必

要だと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「学校などにおいての性の多様性に関する教育の充実」の割合が 39.5％と最も高く、次いで「性の

多様性に対する理解を増進するための啓発の充実」の割合が 37.5％、「公共施設や店舗などのトイレや

更衣室など、性的マイノリティが利用しやすい環境の整備」の割合が 25.0％となっています。 

 

【性別】 

女性で「パートナーシップ宣誓制度など、性的マイノリティのパートナーとの証明となる制度の充

実」、「学校などにおいての性の多様性に関する教育の充実」、「公共施設や店舗などのトイレや更衣室な

ど、性的マイノリティが利用しやすい環境の整備」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

年齢が下がるほど「学校などにおいての性の多様性に関する教育の充実」の割合が高い傾向にありま

す。 

また、18～19 歳で「性の多様性に対する理解を増進するための啓発の充実」の割合が特に高くなっ

ています。 

 

図 12-３ 性的マイノリティや性の多様性に対する理解（性別・年齢別） 
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全体 (1,175) 37.5 39.5 23.4 13.1 25.0 23.5 1.4 7.8 24.4 1.3

男性 (505) 38.0 35.0 20.8 11.1 21.4 17.6 1.6 11.7 22.6 1.8

女性 (623) 37.7 43.0 25.4 14.8 27.9 28.1 1.1 4.3 25.7 1.0

その他 (4) 100.0 100.0 75.0 50.0 75.0 100.0 - - - -

答えたくない (31) 22.6 29.0 22.6 12.9 16.1 25.8 3.2 9.7 35.5 -

18～19歳 (62) 48.4 46.8 30.6 12.9 32.3 22.6 1.6 6.5 19.4 -

20～29歳 (126) 34.9 44.4 22.2 11.9 21.4 29.4 2.4 12.7 12.7 1.6

30～39歳 (142) 41.5 43.7 27.5 16.2 22.5 30.3 1.4 13.4 12.0 -
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13 家柄や血筋について 

問 33 結婚相手を決めるとき、家柄や血筋を問題にする風習について、あなたはどのように

思いますか。（○印は１つ） 

【全体】 

「まちがっているから、なくしていかなければならないと思う」の割合が 32.1％と最も高く、次い

で「わからない」の割合が 25.9％、「おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがないと思う」の

割合が 20.7％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

選択肢が異なり比較ができないため、参考として掲載いたします。 

 

図 13-１ 結婚相手の家柄や血筋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

 

  

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

14.6

13.1

20.7

24.3

32.1

35.4

5.3

5.4

25.9

20.6

1.4

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

愛知県 1,286 26.7 36.4 34.6 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

無回答
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

18～19歳と 20～29歳で「おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがないと思う」、70歳以上

で「まちがっているから、なくしていかなければならないと思う」の割合が特に高くなっています。 

 

図 13-２ 結婚相手の家柄や血筋（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

14.6

16.4

13.3

12.9

20.7

22.6

19.6

25.0

19.4

32.1

33.7

31.8

25.0

19.4

5.3

6.1

5.0

25.9

20.4

28.7

50.0

45.2

1.4

0.8

1.6

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

14.5

7.1

19.0

17.3

18.0

11.3

14.5

25.8

26.2

21.1

18.5

22.8

17.7

19.7

27.4

29.4

28.2

26.2

29.1

35.9

41.2

4.8

5.6

5.6

7.7

4.9

6.5

2.6

27.4

31.7

26.1

29.8

24.3

25.5

19.7

0.6

1.0

3.0

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 34 結婚にあたり、家柄や家族状況を調べること（聞き合せ）について、あなたはどのよ

うに思いますか。（○印は１つ） 

【全体】 

「当然だと思う」の割合が 29.4％と最も高く、次いで「わからない」の割合が 25.3％、「まちがって

いるから、なくしていかなければならないと思う」の割合が 23.1％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

選択肢が異なり比較ができないため、参考として掲載いたします。 

 

図 13-３ 結婚にあたり家柄などを調べること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

 

  

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

29.4

26.6

16.4

20.6

23.1

26.3

4.4

5.2

25.3

19.7

1.3

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

無回答

回答者数 =

愛知県 1,286 30.4 36.3 30.3 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

男性で「まちがっているから、なくしていかなければならないと思う」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

年齢が上がるほど「まちがっているから、なくしていかなければならないと思う」の割合が高い傾向

にあります。 

また、20～29歳と 30～39歳で「当然だと思う」の割合が特に高くなっています。 

 

図 13-４ 結婚にあたり家柄などを調べること（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

29.4

30.3

29.1

32.3

16.4

17.2

15.9

25.0

19.4

23.1

26.9

21.2

9.7

4.4

5.1

4.0

25.0

25.3

19.8

28.7

25.0

35.5

1.3

0.6

1.1

25.0

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

27.4

35.7

43.7

31.0

28.6

22.1

25.0

22.6

16.7

12.0

17.3

17.0

17.3

16.2

11.3

12.7

18.3

17.3

24.3

30.7

31.6

6.5

6.3

4.2

6.5

3.4

5.6

1.3

30.6

28.6

21.8

28.0

26.2

21.6

23.7

1.6

0.5

2.6

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 35 企業が採用選考で身元調査をすることについて、あなたはどのように思いますか。 

（○印は１つ） 

【全体】 

「当然だと思う」の割合が 35.0％と最も高く、次いで「まちがっているから、なくしていかなけれ

ばならないと思う」の割合が 23.1％、「わからない」の割合が 22.6％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

選択肢が異なり比較ができないため、参考として掲載いたします。 

 

図 13-５ 企業による身元調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

 

  

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

35.0

36.6

14.6

13.5

23.1

25.6

3.3

3.2

22.6

19.7

1.4

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

愛知県 1,286 20.6 38.9 38.6 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当然だと思う

よくないことだが、やむをえないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

無回答
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【性別】 

男性で「当然だと思う」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

60～69歳から 20～29歳まで年齢が下がるほど「当然だと思う」の割合が高い傾向にあります。 

 

図 13-６ 企業による身元調査（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

当然だと思う

おかしいと思うが、自分だけ反対してもしかたがないと思う

まちがっているから、なくしていかなければならないと思う

その他

わからない

無回答

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

35.0

43.8

28.6

29.0

14.6

13.1

16.5

9.7

23.1

23.2

23.6

50.0

19.4

3.3

3.6

2.9

25.0

22.6

15.6

27.0

25.0

38.7

1.4

0.8

1.4

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

29.0

45.2

38.7

35.1

33.5

30.3

34.6

24.2

14.3

15.5

13.7

17.5

11.7

13.6

22.6

20.6

21.8

17.9

21.8

27.3

27.6

3.2

3.2

2.8

6.5

2.4

3.5

1.8

21.0

16.7

21.1

26.2

23.3

25.1

20.2

0.6

1.5

2.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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14 同和問題や部落差別について 

問 36 あなたは、日本社会に「同和地区」「被差別部落」などと呼ばれ、差別を受けてきた地

区があること、あるいは「同和問題」「部落問題」「部落差別」といわれる問題があること

を知っていますか。（○印は１つ） 

【全体】 

「知っている」の割合が 52.3％、「知らない、このアンケートで初めて知った」の割合が 46.7％とな

っています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「知らない、このアンケートで初めて知った」の割合が増加しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「知らない、このアンケートで初めて知った」の割合が高くなっています。 

 

 

図 14-１ 同和問題・部落差別の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知っている 知らない、このアンケートで初めて知った 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

愛知県 1,286

52.3

55.6

66.0

46.7

40.9

33.2

0.9

3.5

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

男性で「知っている」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

年齢が上がるほど「知っている」の割合が高い傾向にあります。 

 

図 14-２ 同和問題・部落差別の認知度（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知っている 知らない、このアンケートで初めて知った 無回答

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

52.3

57.2

50.4

19.4

46.7

42.2

48.5

100.0

80.6

0.9

0.6

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

25.8

27.0

32.4

56.5

59.2

63.6

65.4

74.2

73.0

67.6

42.3

40.3

35.5

32.5

1.2

0.5

0.9

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【問 36で「知っている」と答えた方にお聞きします】 

問 37 あなたが、同和地区や同和問題について、はじめて知ったのはいつ頃ですか。 

（○印は１つ） 

【全体】 

「社会人になってから」の割合が 27.0％と最も高く、次いで「小学生」の割合が 25.0％、「中学生」

の割合が 23.4％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、大きな差はみられません。 

 

図 14-３ 同和問題を知った時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小学校入学以前 小学生 中学生

高校生 大学・短大・専門学校生 社会人になってから

その他 覚えていない 無回答

回答者数 =

令和７年度調査 615

令和２年度調査 716

1.3
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小学校入学以前 小学生 中学生 高校生

大学生 社会人になってから 覚えていない
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

70 歳以上から 20～29 歳まで年齢が下がるほど「小学生」、18～19 歳から 50～59 歳まで年齢が上が

るほど「社会人になってから」の割合が高い傾向にあります。 

 

図 14-４ 同和問題を知った時期（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小学校入学以前 小学生 中学生

高校生 大学・短大・専門学校生 社会人になってから

その他 覚えていない 無回答

回答者数 =
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男性 289

女性 314
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答えたくない 6
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【問 36で「知っている」と答えた方にお聞きします】 

問 38 あなたが、同和地区や同和問題について、はじめて知ったきっかけは何ですか。 

（○印は１つ） 

【全体】 

「家族から聞いた」の割合が 23.7％と最も高く、次いで「学校の授業で教わった」の割合が 21.3％、

「テレビ・ラジオ・新聞・本などで知った」の割合が 11.2％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「テレビ・ラジオ・新聞・本などで知った」の割合が低くなっています。 

 

図 14-５ 同和問題を知ったきっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

図（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家族から聞いた 親戚の人から聞いた

近所の人から聞いた 学校の友だちから聞いた

学校の授業で教わった 職場の人から聞いた

テレビ・ラジオ・新聞・本などで知った 同和問題の集会や研修会で知った

県や市町村の広報紙や冊子などで知った インターネットで知った

その他 覚えていない

無回答
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都道府県や市区町村の広報誌や冊子などで知った

インターネットで知った

部落差別・同和問題は知っているがきっかけは覚えていない

その他

部落差別・同和問題を知らない

無回答

回答者数 =
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令和２年度調査 716
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【性別】 

男性で「学校の友だちから聞いた」の割合が高く、女性で「学校の授業で教わった」の割合が高くな

っています。 

 

【年齢別】 

年齢が下がるほど「学校の授業で教わった」、「インターネットで知った」の割合が高い傾向にありま

す。 

 

図 14-６ 同和問題を知ったきっかけ（性別・年齢別） 
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60～69歳 147

70歳以上 149

6.3

26.5

10.9

24.2

25.4

27.2

23.5

2.7

1.3

1.1

4.9

2.0

8.7

8.7

4.2

6.6

16.3

13.4

75.0

44.1

47.8

27.4

26.2

10.2

6.0

6.5

4.2

9.0

7.5

12.1

8.8

4.3

16.8

9.0

12.2

12.8

1.1

3.3

3.4

4.0

1.1

0.7

1.3

18.8

8.8

8.7

6.3

4.9

2.0

0.7
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【問 36で「知っている」と答えた方にお聞きします】 

問 39 あなたは、次の①～⑥の分野について、今日でも同和問題や部落差別があると思いま

すか。（○印は①～⑥の項目ごとに１つずつ） 

【全体】 

『②結婚』で「差別はあると思う」、『④学校や保育所などの教育現場』で「差別はないと思う」、『⑥

インターネットの表現や書き込み』で「わからない」の割合が高くなっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、『①恋愛』で「差別はあると思う」の割合が増加しています。 

 

図 14-７ 現在の同和問題・部落差別の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14-８ 現在の同和問題・部落差別の状況（令和２年度調査） 
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【性別】 

『⑥インターネットの表現や書き込み』において、女性で「差別はないと思う」の割合が高くなって

います。 

 

図 14-９ 現在の同和問題・部落差別の状況（性別） 
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2.6

3.1

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
回答者数 =  

全　体 615

男性 289

女性 314

その他 0

答えたくない 6

①恋愛

31.4

33.9

29.6
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【年齢別】 

『①恋愛』、『②結婚』、『③就職』において、20～29 歳で「差別はあると思う」の割合が高くなって

います。 

『④学校や保育所などの教育現場』において、18～19歳から 30～39歳で「差別はあると思う」の割

合が高くなっています。 

『⑤日常の付き合い』において、70歳以上から 20～29歳まで年齢が下がるほど「差別はあると思う」

の割合が高い傾向にあります。 

『⑥インターネットの表現や書き込み』において、18～19 歳で「差別はあると思う」、「差別はない

と思う」の割合が高くなっています。 

 

図 14-10 現在の同和問題・部落差別の状況（年齢別）その１ 
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0.8

1.4

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%回答者数 =  

18～19歳 16

20～29歳 34

30～39歳 46

40～49歳 95
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50～59歳 122

60～69歳 147

70歳以上 149

①恋愛

31.3

41.2

34.8

33.7

25.4

37.4

25.5

25.0

32.4

34.8

33.7

33.6

26.5

32.2

43.8

23.5

30.4

32.6

40.2

34.7

37.6

2.9

0.8

1.4

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%回答者数 =

③就職

37.5

41.2

26.1

29.5

23.8

27.9

16.1

31.3

35.3

30.4

34.7

36.1

29.9

32.2

31.3

20.6

43.5

35.8

39.3

40.1

44.3

2.9

0.8

2.0
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図 14-10 現在の同和問題・部落差別の状況（年齢別）その２ 
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【問 36で「知っている」と答えた方にお聞きします】 

問 40 あなたは、学校、職場及び地域で同和問題についての教育を受けたり学習したりした

ことがありますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「受けたことはない」の割合が 36.3％と最も高く、次いで「中学校で受けた」の割合が 16.3％、「職

場の研修で受けた」の割合が 11.9％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、大きな差はみられません。 

 

図 14-11 同和問題についての教育 
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【性別】 

男性で「職場の研修で受けた」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

年齢が上がるほど「受けたことはない」の割合が高い傾向にあります。 

また、18～19歳で「中学校で受けた」、「高校で受けた」、20～29歳で「覚えていない」の割合が特に

高くなっています。 

 

図 14-12 同和問題についての教育（性別・年齢別） 
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回
答

全体 (615) 11.7 16.3 6.3 3.1 1.3 11.9 0.5 1.0 23.7 36.3 1.6

男性 (289) 10.0 14.2 7.3 3.1 1.7 15.2 0.7 1.7 21.8 36.0 2.1

女性 (314) 13.4 17.8 5.7 3.2 1.0 9.2 0.3 0.3 24.8 36.3 1.3

その他 - - - - - - - - - - - -

答えたくない (6) 16.7 33.3 - - - - - - 66.7 16.7 -

18～19歳 (16) - 43.8 31.3 12.5 - - - - 12.5 18.8 -

20～29歳 (34) 20.6 23.5 8.8 - - 2.9 - - 32.4 23.5 2.9

30～39歳 (46) 28.3 34.8 8.7 4.3 - 8.7 - - 21.7 23.9 -

40～49歳 (95) 16.8 23.2 6.3 1.1 - 9.5 1.1 - 26.3 27.4 -

50～59歳 (122) 18.0 19.7 4.9 3.3 - 10.7 - 1.6 23.0 31.1 1.6

60～69歳 (147) 8.2 8.2 6.8 4.1 2.7 17.0 0.7 1.4 25.2 42.2 -

70歳以上 (149) 1.3 6.7 3.4 2.7 2.7 14.1 0.7 1.3 20.8 48.3 4.7
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問 41 日ごろ親しく付き合っている隣近所の人が、何かのことで同和地区出身の人であると

わかった場合、あなたはどうしますか。（○印は１つ） 

【全体】 

「これまでと同じように親しく付き合う」の割合が 80.8％と最も高く、次いで「表面的には付き合

うが、できるだけ付き合いは避けていく」の割合が 12.6％、「付き合いはやめてしまう」の割合が 1.3％

となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「これまでと同じように親しく付き合う」の割合が特に高くなっています。 

 

図 14-13 同和地区出身者への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

  

これまでと同じように親しく付き合う

表面的には付き合うが、できるだけ付き合いは避けていく

付き合いはやめてしまう

その他

無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

80.8

84.7

12.6

9.5

1.3

1.1

3.3

2.6

2.0

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

愛知県 1,286 67.3 10.1
0.4

0.2
20.9 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

これまでと同じように親しくつきあう

表面的にはつきあうが、できるだけつきあいは避けていく

つきあいはやめてしまう

自分の方が住居をかわる

わからない

無回答
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

大きな差はみられません。 

 

図 14-14 同和地区出身者への対応（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

これまでと同じように親しく付き合う

表面的には付き合うが、できるだけ付き合いは避けていく

付き合いはやめてしまう

その他

無回答

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

80.8

80.4

81.7

75.0

80.6

12.6

14.3

11.7

3.2

1.3

0.4

1.8

25.0

3.2

3.3

3.8

2.2

12.9

2.0

1.2

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

85.5

81.7

78.9

82.7

81.6

79.7

80.7

6.5

11.1

12.7

10.1

13.1

16.0

12.7

1.6

2.4

1.8

1.5

0.9

1.3

4.8

4.0

7.0

3.6

2.4

1.7

1.8

1.6

0.8

1.4

1.8

1.5

1.7

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 42 あなたが、家を購入したりマンションを借りたりするなど住宅を選ぶ際に、同和地区

や同和地区と同じ小学校区にある物件を避けることがあると思いますか。（○印は１つ） 

【全体】 

「わからない」の割合が 35.6％と最も高く、次いで「いずれにあってもこだわらない」の割合が 31.7％、

「同和地区や同和地区と同じ小学校区にある物件は避けると思う」の割合が 15.2％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、大きな差はみられません。 

 

図 14-15 同和地区の住宅物件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

  

同和地区や同和地区と同じ小学校区にある物件は避けると思う

同和地区にある物件は避けるが、同和地区と同じ小学校区にある物件は避けないと思う

いずれにあってもこだわらない

わからない

その他

無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

15.2

15.5

14.4

14.1

31.7

34.2

35.6

32.8

1.7

1.6

1.4

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

愛知県 1,286 20.0 11.7 32.6 34.4 1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同和地区や同和地区と同じ小学校区にある物件は避けると思う

同和地区にある物件は避けるが、同和地区と同じ小学校区にある物件は避けないと思う

いずれにあってもこだわらない

わからない

無回答
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【性別】 

男性で「いずれにあってもこだわらない」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

18～19歳で「いずれにあってもこだわらない」、30～39歳で「同和地区や同和地区と同じ小学校区に

ある物件は避けると思う」の割合が特に高くなっています。 

 

図 14-16 同和地区の住宅物件（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

同和地区や同和地区と同じ小学校区にある物件は避けると思う

同和地区にある物件は避けるが、同和地区と同じ小学校区にある物件は避けないと思う

いずれにあってもこだわらない

わからない

その他

無回答

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

15.2

15.0

15.6

12.9

14.4

15.8

14.1

31.7

35.8

28.6

50.0

32.3

35.6

30.7

38.7

50.0

48.4

1.7

1.4

1.6

6.5

1.4

1.2

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228
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13.4
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33.3
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35.1
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35.9
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0.9

2.6
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【未婚のお子さんのいる方にお聞きします】 

問 43 あなたのお子さんの結婚しようとする相手が、同和地区出身の人であるとわかった場

合、あなたはどうしますか。（○印は１つ） 

【全体】 

「親が口を出すべきことではないので、子どもの意思を尊重する」の割合が 47.4％と最も高く、次

いで「同和地区出身であるかどうかなどにはこだわらない」の割合が 20.6％、「親としては反対するが、

子どもの意思が強ければしかたがない」の割合が 20.1％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「親が口を出すべきことではないので、子どもの意思を尊重する」の割合が減少し

ています。 

 

【県との比較】 

選択肢が異なり比較ができないため、参考として掲載いたします。 

 

図 14-17 子どもの同和地区出身者との結婚 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年度調査で「無回答」の項目がないため、無回答を除いて割合を算出しています。 

 

【参考】 

図（愛知県） 

  

回答者数 =

愛知県 946 47.7 23.0
1.7

2.2
25.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

令和７年度調査 723

令和２年度調査 723

20.6

18.4

47.4

54.2

20.1

19.2

2.8

2.2

2.5

1.8

6.6

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもの意思を尊重する。親が口をだすべきことではない

親としては反対するが、子どもの意思が強ければしかたがない

家族や親戚の反対があれば、結婚を認めない

絶対に結婚を認めない

わからない

同和地区出身であるかどうかなどにはこだわらない

親が口を出すべきことではないので、子どもの意思を尊重する

親としては反対するが、子どもの意思が強ければしかたがない

家族や親戚の反対があれば、結婚を認めない

絶対に結婚を認めない

その他
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【性別】 

男性で「同和地区出身であるかどうかなどにはこだわらない」の割合が高くなっています。 

また、女性で「親が口を出すべきことではないので、子どもの意思を尊重する」の割合が高くなって

います。 

 

【年齢別】 

70 歳以上から 20～29 歳まで年齢が下がるほど「同和地区出身であるかどうかなどにはこだわらな

い」の割合が高い傾向にあります。 

また、30～39歳から 70歳以上まで年齢が上がるほど「親としては反対するが、子どもの意思が強け

ればしかたがない」の割合が高い傾向にあります。 

 

図 14-18 子どもの同和地区出身者との結婚（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

全　体 723

男性 314

女性 382

その他 1

答えたくない 19

20.6

24.5

17.0

100.0

26.3

47.4

41.1

53.4

42.1

20.1

22.0

18.8

15.8

2.8

2.9

2.6

2.5

2.5

2.6

6.6

7.0

5.5

15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 19

20～29歳 53

30～39歳 87

40～49歳 131

50～59歳 165

60～69歳 152

70歳以上 109

31.6

41.5

28.7

21.4

21.2

12.5

11.9

21.1

22.6

44.8

51.9

47.9

52.0

56.0

21.1

15.1

11.5

16.0

23.0

21.7

26.6

3.8

4.6

2.3

1.8

4.6

7.5

1.1

3.1

1.8

2.6

1.8

26.3

9.4

9.2

5.3

4.2

6.6

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同和地区出身であるかどうかなどにはこだわらない

親が口を出すべきことではないので、子どもの意思を尊重する

親としては反対するが、子どもの意思が強ければしかたがない

家族や親戚の反対があれば、結婚を認めない

絶対に結婚を認めない

その他
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【現在、結婚していない方にお聞きします】 

問 44 あなたが同和地区出身の人と恋愛し、結婚しようとするとき、親や親戚から強い反対

を受けた場合、あなたはどうしますか。（○印は１つ） 

【全体】 

「親の説得に全力を傾けたのちに、自分の意志を貫いて結婚する」の割合が 42.3％と最も高く、次

いで「自分の意志を貫いて結婚する」の割合が 28.8％、「家族の者や親戚の反対があれば、結婚しない」

の割合が 15.3％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「親の説得に全力を傾けたのちに、自分の意志を貫いて結婚する」の割合が特に高

くなっています。 

 

図 14-19 同和地区出身者との結婚 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年度調査で「無回答」の項目がないため、無回答を除いて割合を算出しています。 

 

 

【参考】 

 

図（愛知県） 

 

  

回答者数 =

令和７年度調査 452

令和２年度調査 399

28.8

27.3

42.3

40.9

15.3

18.8

2.4

4.3

11.3

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

愛知県 407 23.1 32.4 10.8 2.0 31.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分の意思を貫いて結婚する

親の説得に全力を傾けたのちに、自分の意思を貫いて結婚する

家族の者や親戚の反対があれば、結婚しない

絶対に結婚しない

わからない

自分の意志を貫いて結婚する

親の説得に全力を傾けたのちに、自分の意志を貫いて結婚する

家族の者や親戚の反対があれば、結婚しない

絶対に結婚しない

その他
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【性別】 

男性で「自分の意志を貫いて結婚する」の割合が高くなっています。 

また、女性で「家族の者や親戚の反対があれば、結婚しない」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

18～19歳から 50～59歳まで年齢が上がるほど「家族の者や親戚の反対があれば、結婚しない」の割

合が高い傾向にあります。 

また、18～19歳と 20～29歳で「親の説得に全力を傾けたのちに、自分の意志を貫いて結婚する」の

割合が特に高くなっています。 

 

図 14-20 同和地区出身者との結婚（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

全　体 452

男性 211

女性 216

その他 4

答えたくない 18

28.8

36.5

21.3

25.0

27.8

42.3

43.1

43.1

50.0

27.8

15.3

7.6

21.3

25.0

33.3

2.4

2.4

2.8

11.3

10.4

11.6

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 60

20～29歳 108

30～39歳 68

40～49歳 52

50～59歳 60

60～69歳 56

70歳以上 44

30.0

22.2

33.8

26.9

31.7

28.6

31.8

55.0

53.7

30.9

38.5

33.3

37.5

40.9

10.0

11.1

17.6

19.2

21.7

16.1

15.9

1.9

4.4

5.4

6.8

5.0

11.1

13.2

15.4

13.3

12.5

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分の意志を貫いて結婚する

親の説得に全力を傾けたのちに、自分の意志を貫いて結婚する

家族の者や親戚の反対があれば、結婚しない

絶対に結婚しない

その他
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問 45 同和問題や部落差別の解決に対するあなたの考えに最も近いのはどれですか。 

（○印は１つ） 

【全体】 

「わからない」の割合が 31.7％と最も高く、次いで「基本的人権にかかる問題だから、自分も市民

の一人として、この問題の解決に努力すべきだと思う」の割合が 22.9％、「自分ではどうしようもない

問題だから、なりゆきにまかせるよりしかたがないと思う」の割合が 22.0％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、大きな差はみられません。 

 

図 14-21 同和問題・部落差別の解決に対する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

これは同和地区の人だけの問題だから、自分とは直接関係ない問題だと思う

自分ではどうしようもない問題だから、なりゆきにまかせるよりしかたがないと思う

自分ではどうしようもない問題だが、誰かしかるべき人が解決してくれると思う

基本的人権にかかる問題だから、自分も市民の一人として、この問題の解決に努力すべきだと思う

わからない

無回答

回答者数 =

令和７年度調査 1,175

令和２年度調査 1,287

愛知県 1,286

3.5

2.7

2.8

22.0

18.5

15.6

13.2

14.5

15.0

22.9

26.9

27.8

31.7

28.9

30.9

6.7

8.5

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

70歳以上で「自分ではどうしようもない問題だから、なりゆきにまかせるよりしかたがないと思う」、

20～29 歳で「基本的人権にかかる問題だから、自分も市民の一人として、この問題の解決に努力すべ

きだと思う」の割合が特に低くなっています。 

 

図 14-22 同和問題・部落差別の解決に対する考え方（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

全　体 1,175

男性 505

女性 623

その他 4

答えたくない 31

3.5

4.8

2.6

3.2

22.0

24.2

20.1

25.0

19.4

13.2

12.3

14.4

6.5

22.9

24.6

22.5

50.0

6.5

31.7

29.1

32.3

25.0

61.3

6.7

5.1

8.2

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 62

20～29歳 126

30～39歳 142

40～49歳 168

50～59歳 206

60～69歳 231

70歳以上 228

8.1

4.8

4.9

2.4

4.4

2.2

2.2

25.8

18.3

25.4

22.6

21.4

26.8

15.8

17.7

19.0

12.0

16.7

17.0

9.1

7.9

21.0

16.7

24.6

21.4

23.3

24.2

25.9

27.4

38.9

29.6

32.7

28.6

30.3

32.9

2.4

3.5

4.2

5.3

7.4

15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

これは同和地区の人だけの問題だから、自分とは直接関係ない問題だと思う

自分ではどうしようもない問題だから、なりゆきにまかせるよりしかたがないと思う

自分ではどうしようもない問題だが、誰かしかるべき人が解決してくれると思う

基本的人権にかかる問題だから、自分も市民の一人として、この問題の解決に努力すべきだと思う

わからない

無回答
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15 職場における人権について 

問 46 職場における人権上の問題について、現在、特に問題となっているのはどのようなこ

とだと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「職場内でパワー・ハラスメントがあること」の割合が 44.9％と最も高く、次いで「長時間労働が

常態化して、仕事と生活の調和が保てないこと」の割合が 39.2％、「正規雇用と非正規雇用に待遇の差

があること」の割合が 38.3％となっています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「国籍の違いにより、就職や職場で不利な取扱いを受けること」の割合が特に低く

なっています。 

 

図 15-１ 職場における人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

長時間労働が常態化して、仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）が保てないこと

正規雇用と非正規雇用に待遇の差があること

職場内でパワー・ハラスメント（地位や権限を利
用したいじめや嫌がらせ）があること

職場内でセクシュアル・ハラスメント（性的嫌が
らせ）があること

採用や昇進などにおいて、本人の適性や能力以外
の面で評価されること

退職を勧奨されたり、不当に解雇されたりするこ
と

出産や育児、介護に関して、職場の配慮を受けら
れないこと

障害のある人や性的マイノリティなどに対して、
十分な配慮がされていないこと

国籍の違いによリ、就職や職場で不利な取扱いを
受けること

その他

特にない

わからない

無回答

39.2

38.3

44.9

23.7

28.8

15.1

24.9

15.5

8.7

0.9

10.3

10.6

1.9

41.3

40.0

44.9

23.1

28.5

19.6

28.5

19.1

15.2

1.0

9.6

10.6

4.2

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

愛知県

（回答者数 = 1,286）
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【性別】 

女性で「出産や育児、介護に関して、職場の配慮を受けられないこと」の割合が特に高くなっていま

す。 

 

【年齢別】 

年齢が上がるほど「正規雇用と非正規雇用に待遇の差があること」の割合が高い傾向にあります。 

また、70歳以上から 30～39歳まで年齢が下がるほど「長時間労働が常態化して、仕事と生活の調和

が保てないこと」、「職場内でセクシュアル・ハラスメントがあること」、「出産や育児、介護に関して、

職場の配慮を受けられないこと」の割合が高い傾向にあります。 

 

図 15-２ 職場における人権上の問題（性別・年齢別）その１ 
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正
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雇
用
と
非
正
規
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に
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遇
の
差
が
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る
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と

職
場
内
で
パ
ワ
ー

・
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ト
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地
位
や
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を
利
用
し
た
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や
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せ
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こ
と
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内

で
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シ
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ト
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せ
）

が

あ

る

こ

と

採

用

や

昇

進

な

ど

に

お

い

て
、

本

人

の

適

性

や

能

力

以

外

の

面

で

評

価

さ

れ

る

こ

と

退

職

を

勧

奨

さ

れ

た

り
、

不

当

に

解

雇

さ

れ

た

り

す

る

こ

と 出
産
や
育
児
、

介
護
に
関

し
て
、

職
場
の
配
慮
を
受

け
ら
れ
な
い
こ
と

全体 (1,175) 39.2 38.3 44.9 23.7 28.8 15.1 24.9

男性 (505) 41.2 40.2 45.5 24.2 29.5 14.3 17.8

女性 (623) 37.6 37.1 44.6 23.4 27.8 15.6 30.7

その他 (4) 25.0 50.0 25.0 25.0 50.0 50.0 50.0

答えたくない (31) 45.2 38.7 48.4 25.8 32.3 19.4 22.6

18～19歳 (62) 58.1 24.2 50.0 43.5 35.5 30.6 41.9

20～29歳 (126) 57.9 28.6 50.8 27.8 27.8 14.3 27.8

30～39歳 (142) 58.5 26.8 44.4 28.9 35.2 9.9 35.2

40～49歳 (168) 41.7 35.7 51.2 26.2 31.5 16.1 30.4

50～59歳 (206) 39.3 36.4 45.6 19.4 24.8 15.5 23.3

60～69歳 (231) 31.2 51.5 45.9 20.3 31.2 15.2 20.3

70歳以上 (228) 18.4 46.1 35.5 18.9 22.8 14.0 14.5

性
別

年
齢

39.2 38.3 

44.9 

23.7 

28.8 

15.1 

24.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

（％）
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図 15-２ 職場における人権上の問題（性別・年齢別）その２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（n）
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や
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さ
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て

い

な

い

こ

と

国
籍
の
違
い
に
よ
リ
、

就
職
や
職
場

で
不
利
な
取
扱
い
を
受
け
る
こ
と

そ
の
他

特
に
な
い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

全体 (1,175) 15.5 8.7 0.9 10.3 10.6 1.9

男性 (505) 15.0 8.3 1.4 12.1 8.5 1.4

女性 (623) 15.9 9.1 0.3 9.0 11.7 2.1

その他 (4) 50.0 - - - 25.0 -

答えたくない (31) 12.9 9.7 3.2 6.5 16.1 3.2

18～19歳 (62) 27.4 19.4 - 6.5 14.5 3.2

20～29歳 (126) 11.1 6.3 0.8 7.1 6.3 0.8

30～39歳 (142) 14.8 5.6 2.1 7.0 4.9 0.7

40～49歳 (168) 15.5 10.1 0.6 10.1 7.7 0.6

50～59歳 (206) 16.5 10.2 0.5 15.0 9.2 1.5

60～69歳 (231) 17.3 7.8 1.7 12.1 8.7 1.7

70歳以上 (228) 13.2 7.9 - 8.3 20.2 3.9

性
別

年
齢

15.5 

8.7 

0.9 

10.3 10.6 

1.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0
（％）



 

 117 

16 災害時における人権について 

問 47 地震や台風などの災害が起きた場合に、人権上、特に問題となるのはどのようなこと

だと思いますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「避難生活でプライバシーが守られないこと」の割合が 70.8％と最も高く、次いで「避難生活の長

期化によるストレスや、それに伴ういさかいが生じること」の割合が 68.7％、「要配慮者に対して、十

分な配慮が行き届かないこと」の割合が 49.6％となっています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「避難生活の長期化によるストレスや、それに伴ういさかいが生じること」、「避難

生活でプライバシーが守られないこと」、「デマや風評などによる差別的な言動が起きること」などの割

合が高くなっています。 

 

図 16-１ 地震や台風などの災害が起きた場合の人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

愛知県

（回答者数 = 1,286）

％

避難生活でプライバシーが守られないこと

避難生活の長期化によるストレスや、それに伴う
いさかいが生じること

要配慮者（障害のある人や高齢者、乳幼児など）
に対して、十分な配慮が行き届かないこと

妊産婦や外国人、性的マイノリティなどに対し
て、十分な配慮が行き届かないこと

支援や被災状況などの必要な情報が行き届かない
こと

デマや風評などによる差別的な言動が起きること

その他

特にない

わからない

無回答

70.8

68.7

49.6

33.7

48.2

40.2

1.4

1.4

6.1

1.2

60.9

56.1

47.1

32.3

40.3

31.3

1.3

3.7

8.2

3.3

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

女性で「避難生活でプライバシーが守られないこと」、「要配慮者に対して、十分な配慮が行き届かな

いこと」などの割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

70歳以上から 30～39歳まで年齢が下がるほど「支援や被災状況などの必要な情報が行き届かないこ

と」、「デマや風評などによる差別的な言動が起きること」の割合が高い傾向にあります。 

 

図 16-２ 地震や台風などの災害が起きた場合の人権上の問題（性別・年齢別） 
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無
回
答

全体 (1,175) 70.8 68.7 49.6 33.7 48.2 40.2 1.4 1.4 6.1 1.2

男性 (505) 66.5 66.9 46.5 32.3 45.5 39.8 1.2 2.6 5.3 1.0

女性 (623) 74.3 70.5 52.3 35.0 50.2 40.9 1.1 0.5 6.3 1.1

その他 (4) 75.0 100.0 75.0 50.0 75.0 75.0 - - - -

答えたくない (31) 74.2 64.5 45.2 32.3 45.2 35.5 6.5 - 12.9 3.2

18～19歳 (62) 69.4 64.5 40.3 40.3 48.4 58.1 - 1.6 9.7 -

20～29歳 (126) 70.6 59.5 38.9 34.9 42.9 42.1 4.0 1.6 3.2 0.8

30～39歳 (142) 74.6 72.5 55.6 43.0 54.9 46.5 1.4 1.4 2.8 0.7

40～49歳 (168) 73.2 73.8 51.8 37.5 54.2 44.0 1.2 1.2 5.4 0.6

50～59歳 (206) 73.8 69.9 50.0 30.6 47.6 38.3 1.5 1.0 4.9 0.5

60～69歳 (231) 74.5 74.0 55.8 33.8 48.1 39.8 1.3 1.7 6.1 0.4

70歳以上 (228) 61.4 63.2 46.9 25.9 43.4 30.7 - 1.3 10.1 3.5

性
別

年
齢

70.8 68.7 

49.6 

33.7 

48.2 

40.2 

1.4 1.4 
6.1 

1.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0
（％）
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17 人権尊重の取り組み及び啓発活動への参加、認知について 

問 48 人権が尊重される社会を実現するには、特にどのような取り組みが必要だと思います

か。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「幼稚園・保育園、学校などにおいての人権教育（保育）の充実」の割合が 49.6％と最も高く、次

いで「一人ひとりが自分の人権意識を高めるように努める」の割合が 37.0％、「社会に見られる不合理

な格差を解消させるための政策の充実」の割合が 34.9％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「幼稚園・保育園、学校などにおいての人権教育（保育）の充実」、「人権意識を高

めるための啓発の充実」の割合が特に低くなっています。 

 

図 17-１ 人権が尊重される社会を実現するために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）

％

人権意識を高めるための啓発の充実

幼稚園・保育園、学校などにおいての人権教育
（保育）の充実

社会に見られる不合理な格差を解消させるための
政策の充実

社会的に弱い立場にある人の救済支援や相談体制
の充実

人権にかかわりがある職場に勤める人の人権意識
の向上（行政職員、教職員、医療・福祉関係者、
警察官、消防士など）

人権侵害に対する法的規制の強化

一人ひとりが自分の人権意識を高めるように努め
る

その他

特にない

わからない

無回答

31.4

49.6

34.9

34.0

33.6

27.2

37.0

1.2

2.2

8.8

2.4

29.5

49.5

33.9

35.5

29.3

25.3

41.4

1.6

2.3

9.4

2.5

0 20 40 60 80 100
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【参考】 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（全国） 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,286
％

人権意識を高めるための啓発を充実させる

学校等において人権教育を充実させる

社会に見られる不合理な格差を解消させるための
施策を充実させる

社会的に弱い立場にある人を救済、支援していく

人権課題に対応する相談機関を充実させる

人権にかかわりがある職場に勤める人の人権意識
を高める（行政職員、教職員、医療・福祉関係
者、警察官、消防士等）

人権侵害に対する法的規制を強化する

個人個人自らが人権意識を高めるように努める

その他

特にない

わからない

無回答

38.6

57.3

37.3

39.1

25.0

32.1

29.4

37.9

1.3

1.8

8.2

1.6

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,556
％

学校内外の人権教育を充実する

人権意識を高め、人権への理解を深めて
もらうための啓発広報活動を推進する

人権が侵害された被害者の救済・支援を
充実する

犯罪の取締りを強化する

人権問題に対応する専門の相談機関・
施設を充実する

地方自治体、民間団体などの関係機関と
連携を図る

人権に関する情報の収集及び提供を充実する

その他

特にない

無回答

57.6

46.9

44.2

41.9

36.8

31.2

19.7

3.3

3.4

1.0

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

女性で「幼稚園・保育園、学校などにおいての人権教育（保育）の充実」、「社会的に弱い立場にある

人の救済支援や相談体制の充実」、「一人ひとりが自分の人権意識を高めるように努める」などの割合が

高くなっています。 

 

【年齢別】 

18～19歳から 60～69歳まで年齢が上がるほど「人権にかかわりがある職場に勤める人の人権意識の

向上」、「人権意識を高めるための啓発の充実」の割合が高い傾向にあります。 

また、18～19 歳で「一人ひとりが自分の人権意識を高めるように努める」の割合が特に高くなって

います。 

 

図 17-２ 人権が尊重される社会を実現するために必要なこと（性別・年齢別） 
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そ
の
他

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全体 (1,175) 31.4 49.6 34.9 34.0 33.6 27.2 37.0 1.2 2.2 8.8 2.4

男性 (505) 33.5 47.1 36.2 30.3 31.1 27.7 33.1 1.4 4.4 6.5 1.6

女性 (623) 30.2 52.8 34.2 36.4 35.6 27.0 40.9 0.6 0.5 10.0 3.0

その他 (4) 25.0 50.0 75.0 75.0 50.0 50.0 50.0 - - 25.0 -

答えたくない (31) 29.0 35.5 25.8 38.7 35.5 22.6 29.0 6.5 - 16.1 -

18～19歳 (62) 29.0 53.2 33.9 40.3 27.4 32.3 48.4 1.6 1.6 9.7 -

20～29歳 (126) 22.2 46.8 27.8 23.0 28.6 29.4 32.5 1.6 2.4 10.3 1.6

30～39歳 (142) 30.3 54.2 38.0 35.2 30.3 36.6 38.7 0.7 2.1 4.9 1.4

40～49歳 (168) 31.5 48.8 33.3 37.5 31.5 26.2 33.3 2.4 3.6 9.5 1.2

50～59歳 (206) 29.6 51.0 33.5 32.5 35.0 30.6 35.9 1.0 1.5 9.7 1.5

60～69歳 (231) 38.5 54.1 39.0 32.5 39.8 22.5 39.8 0.9 2.6 6.1 2.2

70歳以上 (228) 32.9 43.4 36.4 38.2 34.6 21.9 37.7 0.4 1.3 11.0 5.7

性
別

年
齢

31.4 

49.6 

34.9 34.0 33.6 

27.2 

37.0 

1.2 2.2 

8.8 

2.4 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

（％）
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問 49 人権問題について県や市町村などが行っている啓発活動のうちで、あなたが実際に参

加したり見聞きしたりしたことがあるものはありますか。（○印はいくつでも） 

【全体】 

「講演会・研修会・シンポジウム」の割合が 35.8％と最も高く、次いで「啓発イベント・企画展示」

の割合が 33.3％、「テレビ・ラジオ」の割合が 27.1％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「講演会・研修会・シンポジウム」、「啓発イベント・企画展示」などの割合が増加

しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「テレビ・ラジオ」、「掲示物（ポスターなど）」の割合が特に高くなっています。 

 

図 17-３ 人権問題に関する啓発活動の経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「講演会・研修会・シンポジウム」と「啓発イベント・企画展示」は、問 49付問の回答者数を含んでいるため、 

令和２年度調査に比べ割合が大きくなっています。 

 

  

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）

％

講演会・研修会・シンポジウム※

啓発イベント・企画展示※

広報紙

テレビ・ラジオ

パンフレット・冊子

映画・ビデオ

新聞・雑誌

掲示物（ポスターなど）

交通広告（電車車内広告など）

インターネットのホームページやお知らせ

その他

特にない

無回答

43.0

40.3

16.6

27.1

9.1

6.0

18.2

17.4

6.7

9.1

0.7

28.0

1.8

20.4

16.1

13.9

26.7

9.0

6.5

22.1

16.9

6.1

6.7

0.3

40.3

4.0

0 20 40 60 80 100
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【参考】 

 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,286
％

講演会、講座、研修会、シンポジウム

自治体の広報紙や人権情報紙

テレビ・ラジオでの啓発広告

駅や電車内でのポスター掲示や中吊り広告

新聞・雑誌広告

公的機関や店頭でのポスター掲示

あいち人権センター等の啓発施設の利用

人権啓発冊子

インターネットでの情報発信

その他

特にない

無回答

7.4

14.1

19.0

13.6

17.6

10.7

0.9

3.8

7.2

0.6

55.2

2.8

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

20～29歳から 70歳以上まで年齢が上がるほど「講演会・研修会・シンポジウム」、「啓発イベント・

企画展示」、30～39 歳から 70 歳以上まで年齢が上がるほど「新聞・雑誌」の割合が高い傾向にありま

す。 

また、18～19歳で「掲示物（ポスターなど）」の割合が特に高くなっています。 

 

図 17-４ 人権問題に関する啓発活動の経験（性別・年齢別） 
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そ
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特
に
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い

無
回
答

全体 (1,175) 35.8 33.3 16.6 27.1 9.1 6.0 18.2 17.4 6.7 9.1 0.7 35.1 1.8

男性 (505) 34.5 33.1 18.8 27.3 10.1 4.8 19.6 16.4 6.7 9.5 0.4 35.6 1.4

女性 (623) 37.7 34.2 14.8 26.6 8.7 6.9 17.5 18.8 6.7 8.8 0.8 33.9 2.1

その他 (4) 50.0 25.0 - - - - - - - - - 50.0 -

答えたくない (31) 25.8 25.8 16.1 38.7 3.2 9.7 9.7 12.9 9.7 9.7 3.2 41.9 -

18～19歳 (62) 22.6 19.4 6.5 17.7 9.7 6.5 14.5 29.0 12.9 6.5 1.6 41.9 -

20～29歳 (126) 18.3 17.5 10.3 31.7 4.8 7.9 7.1 19.8 15.9 13.5 - 46.0 1.6

30～39歳 (142) 29.6 28.2 11.3 21.8 7.7 4.2 4.9 15.5 9.2 11.3 0.7 46.5 -

40～49歳 (168) 30.4 30.4 18.5 21.4 10.1 10.1 16.1 19.6 7.1 13.1 1.8 35.7 1.8

50～59歳 (206) 38.3 34.5 15.0 25.2 9.7 5.3 16.0 20.4 4.9 10.2 0.5 33.5 1.5

60～69歳 (231) 43.7 37.2 18.2 33.3 9.1 5.6 25.1 15.2 4.3 7.4 0.4 28.6 1.7

70歳以上 (228) 47.8 46.9 24.6 30.3 11.4 3.9 30.3 12.7 2.6 3.9 0.4 26.8 3.5

性
別
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齢
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33.3 
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40.0

（％）
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「講演会・研修会・シンポジウム」の参加頻度（〇印は１つ） 

 

【全体】 

「参加したことはない」の割合が 79.4％と最も高く、次いで「１～２度参加」の割合が 18.7％、「よ

く参加している」の割合が 1.9％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「参加したことはない」の割合が増加しています。 

また、「１～２度参加」の割合が減少しています。 

 

図 17-５ 講演会・研修会・シンポジウムへの参加頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人数の内訳】 

 よく参加している １～２度参加 参加したことはない 

令和７年度調査 ８人 78人 332人 

令和２年度調査 ６人 67人 180人 

 

 

  

回答者数 =

令和７年度調査 418

令和２年度調査 253

1.9

2.4

18.7

26.5

79.4

71.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よく参加している １～２度参加 参加したことはない
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

18～19 歳から 60～69 歳まで年齢が上がるほど「１～２度参加」の割合が高く、「参加したことはな

い」の割合が低い傾向にあります。 

 

図 17-６ 講演会・研修会・シンポジウムへの参加頻度（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

よく参加している １～２度参加 参加したことはない

回答者数 =

全　体 418

男性 173

女性 233

その他 2

答えたくない 8

1.9

1.7

1.3

12.5

18.7

20.2

18.0

12.5

79.4

78.0

80.7

100.0

75.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

18～19歳 14

20～29歳 23

30～39歳 42

40～49歳 50

50～59歳 78

60～69歳 100

70歳以上 109

2.0

1.0

4.6

13.0

14.3

20.0

17.9

26.0

17.4

100.0

87.0

85.7

78.0

82.1

73.0

78.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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「啓発イベント・企画展示」の参加頻度（〇印は１つ） 

 

【全体】 

「参加したことはない」の割合が 86.0％と最も高く、次いで「１～２度参加」の割合が 12.1％、「よ

く参加している」の割合が 1.8％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、大きな変化はみられません。 

 

図 17-７ 啓発イベントや企画展示への参加頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人数の内訳】 

 よく参加している １～２度参加 参加したことはない 

令和７年度調査 ７人 47人 333人 

令和２年度調査 10人 19人 174人 

  

回答者数 =

令和７年度調査 387

令和２年度調査 203

1.8

4.9

12.1

9.4

86.0

85.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よく参加している １～２度参加 参加したことはない
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【性別】 

大きな差はみられません。 

 

【年齢別】 

30～39歳で「参加したことはない」の割合が高く、「１～２度参加」の割合が低くなっています。 

 

図 17-８ 啓発イベントや企画展示への参加頻度（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

全　体 387

男性 165

女性 211

その他 1

答えたくない 8

1.8

2.4

0.9

12.1

14.5

10.9

86.0

83.0

88.2

100.0

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よく参加している １～２度参加 参加したことはない

回答者数 =

18～19歳 12

20～29歳 22

30～39歳 40

40～49歳 51

50～59歳 70

60～69歳 83

70歳以上 107

4.5

1.2

3.7

16.7

13.6

5.0

13.7

12.9

14.5

11.2

83.3

81.8

95.0

86.3

87.1

84.3

85.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 50 人権問題に関する啓発活動で、どのようなことが効果的だと思いますか。 

（○印はいくつでも） 

【全体】 

「テレビ・ラジオ」の割合が 54.8％と最も高く、次いで「インターネットのホームページやお知ら

せ」の割合が 32.3％、「新聞・雑誌」の割合が 26.8％となっています。 

 

【令和２年度調査との比較】 

今回の調査では、「インターネットのホームページやお知らせ」の割合が特に増加しています。 

一方、「テレビ・ラジオ」の割合が減少しています。 

 

【県との比較】 

県と比較すると、「講演会・研修会・イベントなど」の割合が特に高くなっています。 

一方、「交通広告」の割合が低くなっています。 

 

図 17-９ 効果的な人権問題に関する啓発活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

講演会・研修会・イベントなど

広報紙・パンフレット

テレビ・ラジオ

映画・ビデオ

新聞・雑誌

掲示物（ポスターなど）

交通広告（電車車内広告など）

インターネットのホームページやお知らせ

その他

特にない

無回答

25.9

24.2

54.8

16.6

26.8

20.9

17.1

32.3

3.4

12.6

2.6

24.4

21.4

60.2

18.9

31.3

20.6

14.2

25.7

4.0

12.8

3.2

0 20 40 60 80 100

令和７年度調査

（回答者数 = 1,175）

令和２年度調査

（回答者数 = 1,287）
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【参考】 

図（愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（全国） 

  

％

講演会、講座、研修会、シンポジウムの開催

自治体の広報紙への記事の記載や、人権情報紙の
発行

テレビ、ラジオ、映画館での啓発広告

駅や電車内でのポスター掲示や中吊り広告

新聞・雑誌広告

公的機関や店頭でのポスター掲示

あいち人権センター等の啓発施設の運営

人権啓発冊子の作成、配布

インターネットでの情報発信

人権関連図書・ＤＶＤ等の貸出し

人権に関する研修講師の派遣

その他

わからない

無回答

16.8

23.8

50.9

28.4

30.6

21.7

7.3

7.9

33.5

3.3

7.2

3.1

18.1

2.0

0 20 40 60 80 100

％

テレビ・ラジオ

ＳＮＳを含むインターネット

新聞・雑誌

電車やバスなどにおける車内広告や車体広告、
駅での広告などの交通広告

多様な立場の人が参加できる交流会

講演会、シンポジウム、研修会など

広報誌・パンフレット・ポスター

自由な意見の交換ができる会合

高齢者・障害者疑似体験

映画・ビデオ

資料、写真などの展示

少人数の討論会や双方向型の研修プログラム
などのワークショップ

その他

無回答

67.5

49.5

32.9

23.8

23.5

22.6

22.3

18.2

16.8

15.4

10.2

7.3

4.4

1.5

0 20 40 60 80 100
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【性別】 

女性で「テレビ・ラジオ」、「掲示物」、「交通広告」の割合が高くなっています。 

 

【年齢別】 

年齢が上がるほど「広報紙・パンフレット」、「新聞・雑誌」、年齢が下がるほど「映画・ビデオ」の

割合が高い傾向にあります。 

また、18～19歳で「講演会・研修会・イベントなど」、20～29歳で「交通広告」の割合が特に高くな

っています。 

 

図 17-10 効果的な人権問題に関する啓発活動（性別・年齢別） 
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全体 (1,175) 25.9 24.2 54.8 16.6 26.8 20.9 17.1 32.3 3.4 12.6 2.6

男性 (505) 26.3 22.2 50.9 14.7 26.9 17.2 13.9 31.3 5.1 13.3 2.6

女性 (623) 25.8 26.0 58.6 18.3 27.1 24.6 19.4 33.1 2.2 10.8 2.6

その他 (4) 50.0 25.0 100.0 50.0 25.0 25.0 25.0 75.0 - - -

答えたくない (31) 22.6 16.1 41.9 12.9 19.4 12.9 29.0 35.5 - 29.0 -

18～19歳 (62) 37.1 11.3 53.2 27.4 16.1 19.4 19.4 27.4 3.2 16.1 1.6

20～29歳 (126) 18.3 12.7 52.4 27.0 11.1 21.4 27.8 39.7 3.2 15.9 2.4

30～39歳 (142) 22.5 19.7 50.7 19.0 12.7 18.3 18.3 40.1 4.2 16.2 1.4

40～49歳 (168) 23.2 22.6 45.2 17.3 20.2 20.2 22.0 40.5 6.0 12.5 1.8

50～59歳 (206) 23.3 19.9 61.7 15.0 27.7 23.3 16.0 39.8 2.9 9.7 1.5

60～69歳 (231) 32.5 29.0 61.5 15.2 35.5 22.1 16.0 29.0 3.9 7.8 2.6

70歳以上 (228) 27.6 36.8 54.4 9.2 43.0 20.6 8.8 15.8 1.3 13.6 4.8
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18 自由意見  

あなたが現在、関心を持っている人権問題や人権に関することについて、ご意見があればご自

由にお書きください。 

 

➢ 自由意見は 123 人から 140 件いただきました。 

➢ 項目別の件数と主な意見は次のとおりです。 

 

 

表 18-1 自由意見の件数 

 

項目 件数 

１ 人権全般について 33 

２ 外国人について 32 

３ 子どもについて・子育て支援・教育について 18 

４ 障害者について 12 

５ インターネットについて ９ 

６ 女性・男女共同参画について ８ 

７ 犯罪被害者・犯罪について ７ 

８ ＬＧＢＴＱについて ６ 

９ 高齢者について ４ 

10 アンケートについて ４ 

11 同和問題・部落差別について ３ 

12 その他 ４ 

合計 140 
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表 18-2 項目別の主な意見 

 

項目 意見 件数 

①人権全般について（33件） 人権尊重への実現について 11 

教育・意識改革について ８ 

制度・行政の対応について ６ 

人権尊重への理解について ５ 

その他 ３ 

②外国人について（32件） 日本の文化保護について 13 

治安・マナーについて ７ 

外国人の人権・共生について ６ 

移民・外国人受け入れについて ５ 

その他 １ 

③子どもについて・子育て支援・教育について 

（18件） 

子どもの人権・教育について 10 

子育て支援・生活について ４ 

その他 ４ 

④障害者について（12件） 支援制度・経済的状況について ８ 

人権・差別問題について ３ 

その他 １ 

⑤インターネットについて（９件） 誹謗中傷・差別について ８ 

その他 １ 

⑥女性・男女共同参画について（８件） 女性・男女共同参画について ８ 

⑦犯罪被害者・犯罪について（７件） 犯罪被害者・犯罪について ７ 

⑧ＬＧＢＴＱについて（６件） ＬＧＢＴＱについて ６ 

⑨高齢者について（４件） 高齢者について ４ 

⑩アンケートについて（４件） アンケートについて ４ 

⑪同和問題・部落差別について（３件） 同和問題・部落差別について ３ 

⑫その他（４件） その他 ４ 

合計 140 
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◇ アンケート調査票  
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